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はじめに 

 

本市においては、障害の有無によって分け隔てられるこ

となく、障害のある人もない人も相互に人格と個性を尊

重し合い、共に支え合いながら暮らすことができる共生社

会の実現を目指し、「岩国市障害者計画」並びに実施計画

としての「障害福祉計画」及び「障害児福祉計画」を一体的

に策定し、定期的に見直しを行いながら、障害者施策を推

進してまいりました。 

その一方で、令和４年に「障害者による情報の取得及び

利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律」が

施行されるなど、障害者の社会参加等に向けた基盤づくりが社会全体に求められております。 

また、少子高齢化・人口減少が進展し、福祉人材の確保や支援体制の整備など多くの課題が

ある中、障害者の高齢化に伴う「親亡き後」の地域生活支援や医療的ケア等が必要な方への支

援、ライフステージの変化に対応した切れ目のない支援など、更なる支援の充実が重要となっ

ております。 

こうした課題や国の動向、さらには障害のある人を取り巻く環境の変化や新たなニーズに

対応するため、前計画の期間満了に合わせて、この度、「岩国市障害者計画」を新たに策定い

たしました。 

本計画では、基本理念を「障害者が地域で安心していきいきと暮らすまち」と定め、これを

実現するために、「障害者が地域で自立するためのサービスの充実」、「障害者が安心して暮ら

せる地域づくり」の２つの基本目標と９つの重点施策を掲げており、各種施策を計画的に推進

していくこととしております。 

今後は、本計画に則り、福祉分野をはじめ、保健、医療、教育、就労等の様々な関係機関と連

携を深めながら、障害者施策の更なる推進に努めてまいりますので、皆様方におかれまして

は、より一層の御理解と御協力のほど、よろしくお願いいたします。 

結びに、本計画の策定に当たり、アンケート調査等に御協力いただきました市民の皆様をは

じめ、貴重な御意見・御提言をいただきました岩国市障害者計画策定委員等関係者の皆様に、

心から感謝と御礼を申し上げます。 

 

令和６年３月 

岩国市長  
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１ 計画策定の背景（国の障害者施策の流れ） 

 

（１）障害者計画にかかる動向 

障害者施策は、昭和４５（１９７０）年に「心身障害者対策基本法」によって、基本的な法律

が成立しました。その後、「国際障害者年」（昭和５６（１９８１）年）等の国際的な動きを経て、

昭和５７（１９８２）年に国内では障害者施策に関して初めての本格的な長期計画である「障

害者対策に関する長期計画」を策定、平成５（１９９３）年にはその後継計画として「障害者対

策に関する新長期計画」が策定されるなど、障害者施策の推進が図られてきました。 

そうした中で、「心身障害者対策基本法」は平成５（１９９３）年に「障害者基本法」として、

障害者の自立と社会参加の促進、精神障害者を障害者の範囲に加えるなど大きく改正さ

れ、平成１４（２００２）年度には「障害者基本法」に基づき「障害者基本計画」が策定されまし

た。「障害者基本計画」は、平成２４（２０１２）年度までの１０年間を計画期間として、障害の

有無に関わらず国民誰もが相互に人格と個性を尊重し合う「共生社会」とすることが掲げら

れ、障害のある方々が活動し、社会に参加する力の向上を図るとともに、福祉サービスの整

備やバリアフリー化の推進など、自立に向けた地域基盤の整備に取り組んできました。「障

害者基本法」は平成１６（２００４）年に改正され、各自治体における『障害者計画』の策定義

務化等が規定されました。 

平成１５（２００３）年から、身体障害、知的障害児・者の福祉制度は、市町村がサービス内

容を決定する従来の「措置制度」に変わって、「支援費制度」が導入され、利用者自らがサー

ビスを選択できるようになりました。平成１７（２００５）年１０月には、安定した財源確保のも

と、公平で利用者本位に立った支援制度を確立し、障害者の地域生活と就労を進め、自立

を支援するための法律として、「障害者自立支援法」が成立しました。これにより、『障害福

祉計画』の策定も各自治体に義務づけられました。 

平成２３（２０１１）年には、「障害者基本法」が防災・防犯、消費者としての障害者の保護を

加えるなど一部修正される中、「障害者自立支援法」に代わり、難病等を障害者の定義に加

えること、ケアホームのグループホームヘの一元化、重度訪問介護と地域移行支援の利用

対象の拡大、「障害支援区分」への見直しなどを主な内容とした「障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」が平成２５（２０１３）年に施行

されました。 

また、平成３０（２０１８）年には、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律及び児童福祉法の一部を改正する法律（改正障害者総合支援法）」が施行され、自

立生活援助や就労定着支援、共生型サービスの創設等とともに、近年増加している医療的

ケア児への支援体制の整備等、障害児支援のニーズの多様化へきめ細かな対応を図るた

め、『障害児福祉計画』の策定が各自治体に義務づけられました。 
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（２）近年の障害者に関するその他の法整備 

障害者の人権や権利に関しては、虐待を受けた障害者の保護や、養護者に対する支援の

措置等を定めた「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害

者虐待防止法）」が平成２４（２０１２）年に施行されました。また、差別の解消を推進し、全て

の人が相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現するため「障害を理由と

する差別の解消に関する法律（障害者差別解消法）」が平成２５（２０１３）年に制定されるな

ど、関係する国内法の整備が進み、我が国では、平成２６（２０１４）年に障害者の人権や基本

的自由の享有を確保する障害者に関する国際条約である「障害者権利条約」を批准しまし

た。その後、平成２８（２０１６）年４月には、障害者差別解消法が施行され、差別的取り扱い

の禁止、合理的配慮の不提供の禁止（民間事業者は努力義務）等が盛り込まれました。 

障害者の雇用・就労に関しては、平成２５（２０１３）年に、障害者就労施設等が供給する物

品等に対する需要の増進を図るための「国等による障害者就労施設等からの物品等の調

達の推進等に関する法律（障害者優先調達推進法）」が施行されました。また、同年、雇用分

野の障害者差別を禁止するための措置等を定める「障害者の雇用の促進等に関する法律

の一部を改正する法律（改正障害者雇用促進法）」が成立しました。同法では、事業主に対し

て、その雇用する労働者に占める障害者の割合が一定率（法定雇用率）以上になるよう義

務付けており、平成３０（２０１８）年４月からは、それまでの身体障害者、知的障害者のほか、

精神障害者についても法定雇用率の算定基礎に加えることとなり、法定雇用率も民間企業

２．２％、国及び地方公共団体２．５％にそれぞれ引き上げられました。さらに令和３（２０２１）

年３月にはそれぞれ０．１％ずつ引き上げられ、令和５（２０２３）年４月からは、民間企業２．７

％（ただし、雇入れに係る計画的な対応が可能となるよう、令和５（２０２３）年度においては

２．３％で据え置き、令和６（２０２４）年度から２．５％、令和８（２０２６）年度から２．７％と段

階的に引き上げ）、国及び地方公共団体３．０％（段階的引き上げは民間と同様）となってい

ます。 

障害の特性に応じたさまざまな法整備も進んでおり、平成２７（２０１５）年に「難病の患者

に対する医療等に関する法律」が施行され、難病に関する医療や施策の基本的指針が定め

られました。また、平成２８（２０１６）年には「発達障害者支援法の一部を改正する法律（改

正発達障害者支援法）」が成立し、発達障害の疑いがある場合の支援や、乳幼児期から高齢

期まで切れ目のない支援等、発達障害者の支援の一層の充実を図るため、法律の全般にわ

たって改正が行われました。 

平成３０（２０１８）年に２０２０年東京オリンピック競技大会・パラリンピック競技大会の開

催を契機とした共生社会等の実現を図るため「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律の一部を改正する法律（改正バリアフリー法）」が施行されました。また、障害のあ

る人が、文化芸術を鑑賞・参加・創造できるための環境整備や、そのための支援を促進する

ことを目的とした「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」が施行されました。 
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さらに、令和４（２０２２）年５月には、障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通

に係る施策を総合的に推進することを目的として、「障害者による情報の取得及び利用並

びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律」（障害者情報アクセシビリティ・コミュニケー

ション施策推進法）が制定され、障害者基本計画の策定や変更に当たっては同法の規定の

趣旨を踏まえることとされました。 
 
 

【障害者施策関連法令などの動向】 
年 国の動き 

平成 15 年 

（2003 年） 
◆支援費制度の発足 
・当事者の選択と契約によるサービス利用の開始 

平成 17 年 

（2005 年） 

〇発達障害者支援法 施行 
・発達障害の定義と法的な位置付けの確立 ・乳幼児期から成人期までの地域の一

貫した支援の促進 ・専門家の確保と関係者の緊密な連携の確保 

平成 18 年 

（2006 年） 

〇障害者自立支援法 施行 
・３障害に係る制度の一元化  ・市町村による一元的なサービス提供  
・就労支援の抜本的な強化 

○高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律『バリアフリー新法』 施行 
・公共交通施設や建築物のバリアフリー化の推進 ・心のバリアフリーの推進  

○[改正] 教育基本法 施行 
・特別支援学校の創設、特別支援教育の推進 

平成 19 年 

（2007 年） 
★障害者権利条約署名 

平成 21 年 

（2009 年） 
〇[改正] 障害者雇用促進法 施行 
・障害者雇用納付金制度対象範囲拡大 ・短時間労働に対応し雇用率制度見直し 

平成 22 年 

（2010 年） 
〇[改正] 障害者自立支援法 施行 
・応能負担の原則化  ・発達障害を対象として明示 

平成 23 年 

（2011 年） 
〇[改正] 障害者基本法 施行 
・目的規定及び障害者の定義の見直し ・地域社会における共生 ・差別の禁止 

平成 24 年 

（2012 年） 

〇[改正] 障害者自立支援法 施行 
・相談支援体制の強化 

〇[改正] 児童福祉法 施行 
・障害児施設の再編 ・放課後等デイサービスなどの創設 

〇障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律『障害者虐待防

止法』 施行 
・虐待を発見した者に通報の義務付け ・虐待防止などの具体的スキームの制定 
・障害者権利擁護センター、障害者虐待防止センター設置の義務付け 

平成 25 年 

（2013 年） 

〇障害者総合支援法 施行（障害者自立支援法の改正） 
・基本理念の制定 ・障害者の範囲見直し（難病などを追加） 

〇国等による障害者の就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律『障

害者優先調達推進法』 施行 
・国などに障害者就労施設などから優先的な物品調達の義務付け 

◆障害者雇用率引き上げ 
・民間企業2.0％、国や地方公共団体など 2.3％、都道府県などの教育委員会2.2％へ 
●障害者基本計画（第３次）の策定 

平成 26 年 

（2014 年） 
★障害者権利条約批准 

平成 27 年 

（2015 年） 
〇難病の患者に対する医療等に関する法律 施行 
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年 国の動き 

平成 28 年 

（2016 年） 

〇障害者差別解消法 施行 
・障害を理由とする不当な差別的取り扱いや合理的配慮不提供の禁止 

〇[改正] 障害者雇用促進法 施行 
・障害者に対する差別の禁止  ・合理的配慮の提供義務 

〇[改正] 発達障害者支援法 施行 

・乳幼児期から高齢期まで切れ目のない支援 ・就労機会確保に加え定着を支援 

平成 29 年 

（2017 年） 

◆「『地域共生社会』の実現に向けて（当面の改革工程）」発表 

●ユニバーサルデザイン 2020 行動計画の策定 

・「心のバリアフリー」及び「ユニバーサルデザインの街づくり」 

平成 30 年 

（2018 年） 

●障害者基本計画（第４次）の策定 

〇[改正] 障害者総合支援法及び児童福祉法 施行 

・障害児福祉計画策定の義務付け 

・サービスの新設（就労定着支援、自立生活援助、居宅訪問型児童発達支援）等 

〇[改正] 障害者雇用促進法 施行 

・精神障害者を法定雇用率の算定基礎に追加 

〇[改正] バリアフリー法 施行 

〇障害者による文化芸術活動の推進に関する法律 施行 

◆障害者雇用率引き上げ 
・民間企業2.2％、国や地方公共団体など 2.5％、都道府県などの教育委員会2.4％へ 

令和 3 年 

（2021 年） 

◆障害者雇用率引き上げ 

・民間企業2.3％、国や地方公共団体など 2.6％、都道府県などの教育委員会2.5％へ 

令和 4 年 

（2022 年） 

〇障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法

律『障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法』 施行 

令和 5 年 

（2023 年） 

●障害者基本計画（第５次）の策定 

◆障害者雇用率引き上げ（令和６年度から８年度にかけての段階的引き上げ） 

・民間企業2.7％、国や地方公共団体など 3.0％、都道府県などの教育委員会2.9％へ 

★：条約関係 ○：法令関係 ●：計画関係 ◆：施策関係 ・：内容の説明 
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２ 計画策定の趣旨 
 

障害者基本法の理念に則り、障害の有無によって分け隔てられることなく、障害のある人も

ない人も相互に人格と個性を尊重しあい、共に支えあいながら暮らすことができる共生社会の

実現が求められる中、本市では平成１８年度以降、「岩国市障害者計画」として、障害者基本法に

基づく「障害者計画」と障害者自立支援法（平成２５年からは障害者総合支援法）に基づく「障害

福祉計画」を一体的に策定し、定期的な見直しを行いながら、障害者施策を総合的、計画的に推

進してきました。 

また、障害のある人の高齢化・重度化や「親亡き後」を見据えた施策展開が求められる中、平

成２８年５月の障害者総合支援法及び児童福祉法の一部改正により、市町村に障害児福祉計画

の策定が義務づけられたことを受け、平成２９年度以降は上記２計画に「障害児福祉計画」を加

え、３計画一体の計画として、障害のある人が自ら望む地域生活を実現するための支援や、障

害のある児童の支援に対するニーズの多様化にきめ細かく対応するための支援の充実を図っ

てきました。 

令和３年３月に策定した「岩国市障害者計画（障害者計画・第６期障害福祉計画・第２期障害

児福祉計画）」（以下「前計画」という。）は、この度、計画期間満了の時期を迎えましたが、令和５

年３月には国の「障害者基本計画（第５次）」が策定されるとともに、同年５月には、直近の障害

者福祉施策の動向等を踏まえ、前計画策定の基礎となった「障害福祉サービス等及び障害児通

所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（以下「基本指針」という。）の一部改正

が告示されました。 

そこで、本市においても、このような国の動向やこれまでの取り組みの成果と課題を踏まえ

ながら、計画の見直しを行う必要があります。障害者施策に係る基本的な理念や原則を再確認

するとともに、障害のある人を取り巻く環境の変化と新たな課題やニーズにも対応した新たな

「岩国市障害者計画（障害者計画・第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画）」（以下「本計

画」という。）を策定することとしました。 

 

 

※本計画における「障害者」とは 

手帳の有無にかかわらず、身体障害、知的障害、精神障害、発達障害等があるために、

継続的に日常生活又は社会生活を営む上で何らかの制限を受ける人や不自由な状態にあ

る人をいいます。また、特に「障害児（障害のある 18 歳未満の児童）」と区別していな

い場合には、年齢を問いません。 
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３ 計画の位置づけ 
 

本計画は、障害者基本法第１１条第３項に定める「当該市町村における障害者のための施策

に関する基本的な計画」（市町村障害者計画）と、障害者総合支援法第８８条に定める「市町村

障害福祉計画」及び児童福祉法第３３条の２０に定める「市町村障害児福祉計画」を一体として

策定するものです。 

「障害者計画」は、障害福祉施策等の基本理念や基本的事項を規定したものであるのに対し、

「障害福祉計画」と「障害児福祉計画」は、生活支援や雇用・就労、住まいにかかわる各種福祉

サービスの見込量や提供体制について記載したものです。 

 
■障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画の概要 

 障害者計画 障害福祉計画 障害児福祉計画 

内容 
障害者施策の基本方針につい
て定める計画 

障害福祉サービス、相談支
援、地域生活支援事業の提
供体制の確保に関する計画 

障害児通所支援及び障害児
相談支援の提供体制の確保
に関する計画 

根拠法 障害者基本法 障害者総合支援法 児童福祉法 

国 
（第５次）障害者基本計画 
（令和５年度～令和９年度） 

障害福祉計画及び障害児福祉計画に係る基本指針 
（都道府県・市町村が参酌すべき基準を示す） 

県 
やまぐち障害者いきいき 
プラン（2024～2029） 
（令和６年度～令和１１年度） 

山口県障害福祉サービス実施計画 
（第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画） 
（令和６年度～令和８年度） 

岩国市 岩国市障害者計画（障害者計画・第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画） 

 
■障害者計画と障害福祉計画と障害児福祉計画の関係 

   
 
 
 
 
 

障害者計画 

障害者基本法に基づき、以下の各分野

にわたって障害者福祉サービスにかかわ

る諸施策の総括的な計画です。 

障害福祉計画・障害児福祉計画 

「自立した生活の支援」にかかわる以

下にあげる諸事業等の具体的なサービス

見込量等を設定するものです。 

１．差別の解消、権利擁護の推進及び 

虐待の防止 

２．安全・安心な生活環境の整備 

３．情報アクセシビリティの向上及び 

意思疎通支援の充実 

４．防災、防犯等の推進 

５．行政等における配慮の充実 

６．保健・医療の推進 

７．自立した生活の支援・意思決定支

援の推進 

８．教育の振興 

９．雇用・就業、経済的自立の支援 

10．文化芸術活動・スポーツ等の振興 

11．国際社会での協力・連携の推進 

・訪問系サービス      

・日中活動系サービス  

・居住系サービス        

・相談支援  

・地域生活支援事業 

-------------------------------------------------- 
・障害児通所支援 

・障害児相談支援 

-------------------------------------------------- 
・市独自事業 
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また、本計画は、本市の上位計画である「岩国市総合計画」の個別計画として策定しており、

「岩国市地域福祉計画」及び「岩国市子ども・子育て支援事業計画」等や、国の「障害者基本計

画」、山口県の「やまぐち障害者いきいきプラン」等の関連する計画とも整合を図りながら、岩

国市における障害者施策を総合的かつ計画的に推進するものです。 

 

■他計画との関係 

 
 

 

４ 計画の期間 
 

本計画の期間は、令和６年度から令和８年度までの３年間とします。ただし、計画期間中にお

いても必要に応じて内容の見直しを行うこととします。 

 

 

５ 計画の策定体制 
 

（１）障害者アンケート調査の実施 

本計画の策定に先立ち、障害のある市民の福祉サービスの利用実態や福祉に関する意

識、意向などを把握し、策定の基礎資料とするために、障害者アンケート調査を実施しまし

た。 
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●障害者アンケート調査の実施概要 

調査対象 

① 障害者：令和５年７月１日現在、岩国市在住の 19 歳以上の障害のある

人の中から無作為抽出した 1,600 人 

② 障害児：令和５年７月１日現在、岩国市在住の 18 歳以下の障害のある

人の中から無作為抽出した 150 人 

調査方法 郵送による配布回収 

調査期間 令和５年７月１２日（水）から令和５年７月３１日（月）まで 

回収結果 
① 配布数：１,６００件 有効回収数：６９９件（有効回収率：４３.７％） 

② 配布数：１,１５０件 有効回収数：６５８件（有効回収率：３８.７％） 

 

（２）事業所等アンケート調査の実施 

障害者に関する事業所や団体の現状•課題ならびに今後の考えや方向性等を把握し、策

定の基礎資料とするために、事業所等アンケート調査を実施しました。 

 
●事業所等アンケート調査の実施概要 

調査対象 
本市内の①障害福祉サービス提供者、②障害児通所支援事業所、及び 

③発達障害関係団体 

調査方法 郵送による配布回収 

調査期間 令和５年７月１２日（水）から令和５年７月３１日（月）まで 

回収結果 

① 配布数：３９件 有効回収数：１６件（有効回収率：４１.０％） 

② 配布数：２１件 有効回収数：５８件（有効回収率：３８.１％） 

③ 配布数：２４件 有効回収数：５４件（有効回収率：１００％） 

 

（３）岩国市障害者計画策定委員会における協議 

計画案を検討するため、岩国市障害者計画策定委員会を設置し、協議を行いました。策

定委員会は、保健・医療・福祉の関係者のほか、障害者団体や当事者の代表者を委員とし、

幅広い意見の集約を行いました。 

 

（４）パブリックコメントの実施 

令和６年１月４日から令和６年２月５日にかけて計画案を公表し、市民からの意見募集を

行いました。 
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１ 人口動態 
 

（１）人口ピラミッド 

本市の人口は、令和５年１０月１日現在で、男性６０，６５６人、女性６６，５６５人、合計   

１２７，２２１人となっています。 

年齢階層別にみると、いわゆる団塊の世代が含まれる７０代前半が最も多く、そのジュニ

ア世代である５０代前半がそれに次いで多くなっており、国と同じ２つのピークがある「つぼ

型」の人口ピラミッドとなっています。 

 

■人口ピラミッド（令和５年１０月１日現在） 
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2,767

2,657

2,751
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3,027
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4,331

4,538

3,916

3,881

4,332

5,241

4,155
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02,0004,0006,000

   0-4
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 25-29

 30-34

 35-39
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 45-49
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 55-59

 60-64

 65-69
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 80-84

 85-89

90歳～

男性 60,656人

(人)

総人口 127,221人

資料：住民基本台帳（令和５年10月１日現在）
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（２）年齢３区分人口の推移 

本市の総人口は減少傾向で推移していますが、年齢３区分別にみると、６５歳以上の老年

人口が増加を続ける一方、０～１４歳の年少人口及び１５～６４歳の生産年齢人口は減少を

続けており、少子高齢化が着実に進行しています。その結果、高齢化率（総人口に占める老

年人口の割合）も上昇の一途をたどっており、平成７年の１４．８％から令和２年の３４．８％

へと、２５年間で２０ポイント高くなっています。 

 

■年齢３区分人口の推移 

24,441 22,142 20,294 18,596 16,187 14,495

101,909
96,588 90,269 83,058

73,838 67,305

29,954 35,218
39,035

41,912
45,401

46,114

156,347 153,985 149,702
143,857

136,757
129,125

17.3%

14.0% 12.3% 12.0% 12.9% 12.8%

67.9% 68.7% 66.4%

62.2%
56.4% 52.4%

14.8%

17.3% 21.3% 25.7% 30.7%

34.8%

-160%

-140%

-120%

-100%

-80%

-60%

-40%

-20%

0%

20%

40%

60%

80%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成７年

（1995年）

平成12年

（2000年）

平成17年

（2005年）

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

令和２年

（2020年）

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

年少人口割合 生産年齢人口割合 老年人口割合

資料：国勢調査

(各年10月１日現在)

※総人口には年齢不詳を含む。

（人）
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２ 身体障害者の現状 
 

（１）障害等級別・年齢階層別身体障害者手帳所持者数 

本市の身体障害者手帳所持者数は、令和５年４月１日現在５，２７２人で、うち６５歳以上

の高齢者が４，１３７人で全体の７８．５％を占めています。 

また、重度障害者（１、２級）は２，５０６人で、全体の４７．５％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）障害種別・年齢階層別身体障害者手帳所持者数 

障害者別に見ると、肢体不自由が４，１３０人（５６．１％）最も多く、内部障害が２，１３６人

（２９．０％）でそれに続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身体障害者手帳所持者数（障害等級別・年齢階層別）

人数
（人）

構成比
（％）

人数
（人）

構成比
（％）

人数
（人）

構成比
（％）

人数
（人）

構成比
（％）

1　級 32 59.3 408 37.7 1,288 31.1 1,728 32.8

２　級 10 18.5 202 18.7 566 13.7 778 14.8

３　級 6 11.1 149 13.8 814 19.7 969 18.4

４　級 2 3.7 174 16.1 988 23.9 1,164 22.1

５　級 0 0.0 93 8.6 242 5.8 335 6.4

６　級 4 7.4 55 5.1 239 5.8 298 5.7

合　計 54 100.0 1,081 100.0 4,137 100.0 5,272 100.0

※令和５年４月１日現在 資料：障害者支援課

区分

0～17歳 18～64歳 65歳以上 全年齢

身体障害者手帳所持者数（障害種別・年齢階層別）

人数
（人）

構成比
（％）

人数
（人）

構成比
（％）

人数
（人）

構成比
（％）

人数
（人）

構成比
（％）

視覚障害 2 2.3 132 8.3 385 6.8 519 7.1

聴覚障害 8 9.2 73 4.6 343 6.0 424 5.8

音声言語 1 1.1 43 2.7 106 1.9 150 2.0

肢体不自由 61 70.1 976 61.1 3,093 54.5 4,130 56.1

内部障害 15 17.2 374 23.4 1,747 30.8 2,136 29.0

合　計 87 100.0 1,598 100.0 5,674 100.0 7,359 100.0

※令和５年４月１日現在 資料：障害者支援課

0～17歳 18～64歳 65歳以上 全年齢

区分
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（３）障害等級別身体障害者手帳所持者数の推移 

本市の身体障害者手帳所持者数は年々減少傾向にあり、令和４年度は平成３０年度に比

べると３７４人（６．６％）の減少となっています。 

障害等級別に見ると、２級（１１．１％）と４級（１０．１％）の減少率が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）障害種別身体障害者手帳所持者数の推移 

障害種別に平成３０年度からの推移を見ると、年によるばらつきはありますが、内部障害

は増加傾向、音声障害は横ばい、それ以外は減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害等級別身体障害者手帳所持者数の推移 (単位：人)

区分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

１　級 1,828 1,809 1,807 1,746 1,728

２　級 875 850 819 800 778

３　級 990 987 979 996 969

４　級 1,295 1,269 1,236 1,211 1,164

５　級 360 353 346 352 335

６　級 298 311 302 299 298

合　計 5,646 5,579 5,489 5,404 5,272

※各年度末現在 資料：障害者支援課

障害種別身体障害者手帳所持者数の推移 (単位：人)

区分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

視覚障害 630 600 555 540 519

聴覚障害 442 450 446 439 424

音声障害 154 150 144 153 150

肢体不自由 4,762 4,613 4,477 4,327 4,130

内部障害 2,071 2,099 2,127 2,125 2,136

合　計 8,059 7,912 7,749 7,584 7,359

※各年度末現在 資料：障害者支援課
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（5）年齢階層別身体障害者手帳所持者数の推移 

平成３０年度からの推移を年齢階層別に見ると、いずれの年齢階層も減少傾向にありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢階層別身体障害者手帳所持者数の推移 (単位：人)

区　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

18歳未満 67 62 61 61 54

18～64歳 1,229 1,178 1,144 1,097 1,081

65歳以上 4,350 4,339 4,284 4,246 4,137

合計 5,646 5,579 5,489 5,404 5,272

※各年度末現在 資料：障害者支援課
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３ 知的障害者の現状 
 

（１）障害程度別療育手帳所持者数の推移 

本市の療育手帳所持者数は、令和４年度末現在１，２５８人で、年々増加する傾向にあり

ます。 

障害程度別に見ると、重度のＡ判定よりも軽度のＢ判定の方が多く、平成３０年度以降の

増加率もＢ判定の方が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年齢階層別療育手帳所持者数の推移 

年齢階層別に見ても、すべての年齢階層を通じて増加傾向にあります。平成３０年度から

の増加率が最も高かったのは６５歳以上（１９．７％）で、療育手帳所持者の高齢化が進んで

いることがわかります。 

 

障害程度別療育手帳所持者数の推移 (単位：人)

区　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

Ａ判定 477 476 479 485 489

Ｂ判定 699 717 721 734 769

合　計 1,176 1,193 1,200 1,219 1,258

※各年度末現在 資料：障害者支援課

年齢階層別療育手帳所持者数の推移 (単位：人)

区　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

18歳未満 240 241 238 240 258

18～64歳 799 808 812 819 836

65歳以上 137 144 150 160 164

合　計 1,176 1,193 1,200 1,219 1,258

※各年度末現在 資料：障害者支援課
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４ 精神障害者の現状 
 

（１）障害等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

本市の精神障害者保健福祉手帳所持者数は、令和４年度末現在１，３２１人で、等級別に

見ると２級が最も多く、令和４年度は全体の４７．４％を占めています。 

また、平成３０年度からの推移を見ると、年によるばらつきはありますが、全体としては４

年間で７４人（５．９％）増加しています。障害等級別に見ると、１級は減少、２級は横ばい、３

級は増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自立支援医療（精神）利用者数の推移 

本市の自立支援医療（精神）利用者数は、令和４年度末現在２，３２４人となっており、年

によるばらつきはありますが、平成３０年度末に比べ２８４人（１３．９％）増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 (単位：人)

区 分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

１　級 184 171 184 170 169

２　級 622 609 564 613 626

３　級 441 446 460 512 526

合　計 1,247 1,226 1,208 1,295 1,321

※各年度末現在 資料：山口県精神保健福祉センター

自立支援医療（精神）受給者数の推移 (単位：人)

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

受給者数 2,040 2,048 2,216 2,190 2,324

※各年度末現在 資料：山口県精神保健福祉センター
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５ 難病患者の現状 
 

「難病」とは、「難病の患者に対する医療等に関する法律」により「発病の機構が明らかでな

く、かつ、治療方法が確立していない希少な疾病であって、当該疾病にかかることにより長期

にわたり療養を必要とすることとなるもの」をいいます。 

平成２６年１２月までは、難病のうち１３０の疾患が国の難治性疾患克服研究事業の対象と

なっており、そのうち、５６の疾患が医療費助成制度の対象となっていました。また、子どもの

慢性疾患のうち、治療期間が長く、医療費負担が高額となる小児がんなどの特定の疾患につ

いては、514 疾患（１１疾患群）が医療費助成制度の対象となっていました。 

平成27年１月１日からは、「難病の患者に対する医療等に関する法律」と「改正児童福祉法」

の施行により、新しい医療費助成制度が開始され、対象の疾病の拡大が図られました。令和３

年１１月１日から、医療費助成制度の対象となる指定難病は３３８疾病、小児慢性特定疾病は 

７６２疾病となっています。 

本市における令和４年度の特定疾患医療（指定難病）受給者証の所持者は１，１０１人となっ

ています。 

なお、平成２５年４月からは、難病等が障害者総合支援法の対象となり、障害福祉サービス

が受けられるようになっています。当初は「難病患者等居宅生活支援事業」の対象疾病と同じ

１３０疾病が対象となっていましたが、上記指定難病及び小児慢性特定疾病の対象疾病の見

直しを受け、障害者総合支援法の対象疾病も、平成２７年以降段階的に拡大が図られており、

令和３年１１月１日からは、３６６疾病が対象となっています。 

 

 

 

 

特定疾患医療受給者証件数（有資格者数） (単位：人)

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

受給者数 1,031 1,047 1,121 1,075 1,101

※各年度末現在 資料：山口県健康福祉部健康増進課
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６ 障害者アンケート結果に見る障害者のニーズ  
 

（１）自宅や地域で安心して生活するために必要な支援や配慮 

いずれの障害種別においても、「生活するのに十分な収入があること」や「主治医や医

療機関が近くにあること」が上位にあがっていますが、知的障害者では「食事の心配をし

なくていいこと（配食サービスがあるなど）」、精神障害者では「地域で何でも相談できる

相談員や相談窓口があること」も回答割合が高くなっています。 

 

52.1 

47.9 

29.3 

28.9 

25.0 

25.2 

20.9 

21.7 

19.9 

23.2 

15.4 

13.7 

45.6 

38.8 

42.7 

36.9 

33.0 

35.0 

29.1 

33.0 

23.3 

20.4 

35.0 

34.0 

68.4 

58.2 

39.8 

32.7 

41.8 

29.6 

24.5 

17.3 

18.4 

14.3 

23.5 

38.8 

0% 20% 40% 60% 80%

生活するのに十分な収入があること

主治医や医療機関が近くにあること

食事の心配をしなくていいこと

（配食サービスがあるなど）

掃除や洗濯などの家事の

手伝いを頼める人がいること

地域で何でも相談できる

相談員や相談窓口があること

家族と同居できること

昼間の介護を頼める人がいること

ショートステイなど、

緊急時に宿泊できるところがあること

夜間の介護を頼める人がいること

障害に配慮されたバリアフリー住宅や施設など

デイサービスや共同作業所などに通えること

金銭管理やサービス利用の手続きを

支援してくれる人がいること

身体障害者
N=512
知的障害者
N=103
精神障害者
N=98
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（２）外出時に不便に感じたり困ること 

障害者では「交通機関の利用が不便」、障害児では「周囲の目が気になる」がそれぞれ最

も多くなっています。また、身体障害者では「自家用車を利用するのに駐車場がない、また

は少ない」、知的障害者では「困った時にどうすればいいのか心配」、精神障害者では「外出

にお金がかかりすぎる」がそれぞれ２番目に高い割合となっています。 
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自家用車を利用するのに
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外出にお金がかかりすぎる

歩道に問題が多い

（狭い、障害物、誘導ブロックの不備など）

困った時にどうすればいいのか心配

建物内の設備が利用しにくい

（階段、案内表示など）

発作など突然の身体の変化が心配

周囲の目が気になる

トイレの場所がわからない

切符の買い方や乗換えの方法がわかりにくい
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精神障害者
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（３）障害者が働くために、整っていることが大切だと思う環境 

身体障害者では「勤務する時間や日数を調整できること」（４９．３％）、知的障害者では

「障害にあった仕事であること」（５７．１％）、精神障害者では「周囲が自分を理解してくれる

こと」（５８．３％）がそれぞれ最も多くなっています。 
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通院時などに、休みの保障があること
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職場に慣れるまで援助してくれる

制度・援助者があること

職業訓練などで就労のための

技術を身につけること

自宅でも求人情報がわかること

就労継続支援事業所など

福祉的就労の場を増やすこと

身体障害者
N=363

知的障害者
N=98

精神障害者
N=96
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（４）今後充実してほしい情報 

「困った時に相談ができる機関・場所についての情報」や「福祉サービスの具体的内容や

利用などに関する情報」は、いずれの障害種別についても上位にあがっていますが、障害

児では「就職に関する情報」が最も高い割合となっています。 

 

35.8 

38.0 

26.2 

21.8 

18.2 

15.4 

14.0 

5.2 

5.2 

4.7 

36.7 

36.7 

32.7 

22.4 

23.5 

23.5 

12.2 

9.2 

7.1 

2.0 

52.1 

31.3 

27.1 

29.2 

29.2 

26.0 

30.2 

12.5 

9.4 

6.3 

32.8

43.1

27.6

15.5

32.8

17.2

53.4

17.2

6.9

41.4

0% 20% 40% 60%

困った時に相談ができる

機関・場所についての情報

福祉サービスの具体的内容や

利用などに関する情報

医療、福祉サービスの質に関する情報

緊急対応についての情報

社会情勢や福祉制度の変化に関する情報

災害時の避難情報

就職に関する情報

余暇活動やレジャーに関する情報

ボランティア団体などについての情報

就学に関する相談・情報提供

窓口・機関に関する情報

身体障害者
N=363

知的障害者
N=98

精神障害者
N=96

障害児
N=58
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（５）障害福祉サービスをより利用しやすくするために今後希望すること 

「どんなサービスがあるのか、もっと情報がほしい」という項目はいずれの障害種別でも

最上位となっていますが、身体障害者では「費用負担を軽くしてほしい」、知的障害者と精

神障害者では「障害の特性に応じた方法で情報を提供してほしい」、障害児では「自分に

とって何が必要なサービスかが判断できるような手助けが必要」がそれぞれ２番目に高い

割合となっています。 

38.5 

29.9 

24.7 

17.7 

13.0 

16.0 

12.6 

8.2 

11.3 

2.6 

5.2 

31.3 

20.3 

17.2 

29.7 

21.9 

7.8 

3.1 

14.1 

7.8 

9.4 

3.1 

36.5 

18.9 

20.3 

27.0 

23.0 

14.9 

14.9 

14.9 

9.5 

6.8 

5.4 

37.0 

27.8 

24.1 

13.0 

33.3 

24.1 

1.9 

20.4 

9.3 

9.3 

7.4

0% 20% 40% 60%

どんなサービスがあるのか、もっと情報がほしい

費用負担を軽くしてほしい

利用についての申請や手続き方法を

わかりやすくしてほしい

障害の特性に応じた方法で情報を提供してほしい

自分にとって何が必要なサービスかが

判断できるような手助けが必要

手続きにかかる時間の短縮化

利用の条件を緩やかにしてほしい

関わる人材の対応・態度や

技術・知識の向上が必要

サービスの回数や時間を

ニーズに応じて増やしてほしい

通所のサービスは身近な場所で受けたい

関わる人材を当事者が

選択できるようにしてほしい

身体障害者
N=231

知的障害者
N=64

精神障害者
N=74

障害児
N=54
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（６）住んでいる地域において、今後どのような支援を利用したいか 

「家族が亡くなったり、入院などにより急に不在になったときなどに相談ができる窓口、

専門的人材の配置」という項目はいずれの障害種別でも最上位となっていますが、身体障

害者と知的障害者では「緊急時に、一時的に家以外で安心して泊まれる場所」、精神障害者

では「休日・夜間などいつでも相談ができる窓口」がそれぞれ２番目に高い割合となってい

ます。 

  

35.5 

34.0 

24.0 

21.5 

9.4 

11.1 

11.3 

45.6 

35.0 

25.2 

22.3 

29.1 

8.7 

9.7 

58.2 

30.6 

34.7 

37.8 

21.4 

15.3 

16.3 

0% 20% 40% 60% 80%

家族が亡くなったり、入院などにより急に不在になった

ときなどに相談ができる窓口、専門的人材の配置

緊急時に、一時的に家以外で安心して泊まれる場所

様々な障害の悩み、

サービスに対する総合的な相談窓口

休日・夜間などいつでも相談ができる窓口

一人暮らしやグループホームなどでの

生活体験ができる場所

制度やイベントなど

様々な情報が得られる場所やもの

住んでいる地域にかかわらず

他地域と同じようなサービスを利用したい

身体障害者
N=512

知的障害者
N=103

精神障害者
N=98
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７ 事業所等アンケート結果に見る現状と課題  
 

（１）事業所の運営において課題となっていること 

サービス提供者では、「人材の育成」が７５．０％と最も多く、「人材の確保・定着」が   

６８．８％でそれに続いています。 

障害児通所支援事業所では、「人材の育成」および「報酬体系・報酬額の低さ」がともに

８７．５％と、ともに最も多くなっています。 

 

75.0 

68.8 

43.8 

31.3 

25.0 

18.8 

12.5 

12.5 

12.5 

12.5 

12.5 

6.3 

6.3 

0.0 

87.5 

75.0 

87.5 

25.0 

12.5 

50.0 

0.0 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

25.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の育成

人材の確保・定着

報酬体系・報酬額の低さ

施設整備費の確保

利用希望に対する調整

困難事例への対応

受け入れの際の利用者情報の不足

関係機関とのネットワークづくり

他事業所との連携が困難

一般企業との連携が困難

専門的知識の不足

利用者との関係づくり

近隣住民との関係

医療的ケアの必要な方の受け入れ

サービス提供者
N=16

障害児通所支援事業所
N=8
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（２）障害のある人が働くにあたって、充実してほしい取り組み 

「障害者が仕事をするうえでの援助をする人（ジョブコーチ）を充実する」という回答が

サービス提供者のうち６２．５％と最も多く、次いで、「経営者や職場の同僚などに障害者

に対する理解を促進する」が３１．３％、「企業や団体などが障害者を積極的に雇用する」

「職場までの交通手段を充実したり、利用しやすいように改善する」がともに２５．０％でそ

れに続いています。 

62.5 

31.3 

25.0 

25.0 

18.8 

18.8 

12.5 

12.5 

6.3 

12.5 

0 20 40 60 80

障害者が仕事をするうえでの援助をする人

（ジョブコーチ）を充実する

経営者や職場の同僚などに

障害者に対する理解を促進する

企業や団体などが障害者を積極的に雇用する

職場までの交通手段を充実したり、

利用しやすいように改善する

仕事をするための訓練や講習などを充実する

就労や仕事に関する情報を提供したり、

相談体制を充実する

在宅で仕事ができるような仕組みを推進する

その他

特に充実してほしい取り組みはない

無回答

（％）

N=16

 



第２章 岩国市の障害者を取り巻く現状 

 

- 25 - 

 

（３）サービス利用者が地域で生活する条件として必要だと思うこと 

サービス提供者では、「地域住民の理解」が７５．０％と最も多く、「入居住宅の整備（グ

ループホームなど）」が５６．３％でそれに続いています。 

障害児通所支援事業所では、「外出しやすい生活環境」が８７．５％と最も多く、「地域住

民の理解」「相談相手や相談機関の充実」「介助者の確保」がともに７５．０％でそれに続い

ています。 
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56.3 
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12.5 

12.5 
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87.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域住民の理解

入居住宅の整備（グループホームなど）

生活費の確保

近くに通える施設や作業所の確保

相談相手や相談機関の充実

介助者の確保

住宅の賃貸契約に伴う保証等の支援

在宅で可能な医療体制

生活費の管理

外泊訓練・体験場所の確保

外出しやすい生活環境

住宅のバリアフリー化

サービス提供者
N=16

障害児通所支援事業所
N=8
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（４）発達障害者関連団体から見た障害児等の支援ニーズと課題 

発達障害者関連団体からは以下のような意見があがっています。 

○岩国地域に専門の療育機関が不足しているため、岩国医療センターがもっと活用

できれば良い。 

○医療的ケア児の受け入れ先が少ない。 

○移動支援のできるヘルパーが減少している。自閉症に対応してもらえる事業所が

ないため、移動支援の利用ができない。 

○保育所等訪問支援事業で現在幼稚園に訪問してもらっているが、小学校に入って

も小学校に訪問してほしいとの意見があった。 

○難聴専門指導員の確保。 

○幼児期から就労まで専門的な対応をできる機関が少なく、一貫性や継続性がな

い。 

○障害についての特性や対応、支援など人権についても特に特別支援教育に携わる

教育者には積極的に研修してもらいたい。 

○学校教育と連携して支援を行うことができる体制の整備が必要。 

○まだまだ、障害者を受け入れてくれる事業所が少ない。卒業後、就職しても相談で

きる場所が少なく（分からない）、長く勤めることが難しいケースがある。 

○就労先、本人（家族も含む）との調整役（ジョブコーチ等）の充実や専門性。モニタリ

ングの頻度の見直しや長期目標、短期目標を視野に計画を立て、定期的に本人、関

係機関等との話し合いの場を設け、目標への実現に向けた支援を考えていく体

制。 

○発達障害に対する理解促進や共生社会の実現に向けた行政としての取り組みを充

実させることが重要であると思います。特別なことではないということを広く多く

の人に知ってほしいと思う。 
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１ 基本理念 
 

前計画では、障害のある人もない人も、お互いに一人の人間として尊重し合い、ともに暮ら

すことのできる共生社会の実現を目指し、「障害者が自立し、安心して生活しているまち」を基

本理念としていました。 

今計画では、障害者が能力を発揮し、自らが希望するいきいきとした生活を送るために、情

報の取得利用・意思疎通に係る施策の推進や、障害者への理解と差別解消の促進、権利擁護の

推進やバリアフリー・ユニバーサルデザインの推進などを重点施策として、新たに独立した項目

を設けました。 

本市の総合計画における施策目標の「高齢者や障害者が地域で安心していきいきと生活し

ている」に従い、基本理念を以下のとおり「障害者が地域で安心していきいきと暮らすまち」と

します。 

 

 

 

２ 基本目標 
 

上記基本理念を実現するため、第３次総合計画における障害者福祉分野の施策項目に合わ

せ、以下の２つの基本目標を設定します。 

 

（１）基本目標Ⅰ：障害者が地域で自立するためのサービスの充実 

障害者が安心して自立した生活を送れるよう、障害者の生活を支える障害福祉サービス

や障害児療育の充実、障害福祉を担う人材の確保や育成を推進し、障害者が安心して自立

した生活ができる地域社会の実現を図ります。 

また、相談支援体制等を強化するとともに、福祉情報の情報発信にも努め、障害者の情

報取得や円滑な意思疎通を支援することにより、社会活動の参加を実現します。 

就労訓練事業の充実を図り、福祉的就労から一般就労への移行を促進します。関係機関

や企業等との更なる連携強化を行い、本人の意向や特性にあった就労の実現、定着を図り

ます。 

障害者が地域で安心していきいきと暮らすまち
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（２）基本目標Ⅱ：障害者が安心して暮らせる地域づくり 

障害及び障害者への正しい理解を啓発し、心のバリアフリーを実現し、差別解消や虐待

防止、成年後見制度等の権利擁護の取組を進め、地域共生社会を実現します。 

障害者が身近な地域で暮らすことができる環境を整備するため、居住・訪問サービスの

充実のほか、外出支援や公共施設のバリアフリー化を進めます。 

 

 

３ 施策体系 
 

本市の現状やアンケート調査結果等に照らし、優先度の高い９つの施策を重点施策項目とし

て設定し、第４章でその現状と課題及びそれに対する主な取り組みを定めます。 

基本理念 基本目標 重点施策

Ⅱ　障害者が安心して
　　暮らせる地域づくり

障
害
者
が
地
域
で
安
心
し
て
い
き
い
き
と
暮
ら
す
ま
ち

Ⅰ　障害者が地域で
　　自立するための
　　サービスの充実

Ⅰ－1　　相談支援体制等の強化

Ⅰ－2　　障害者への情報提供と障害者による情報の
　　　　　　取得利用・意思疎通に係る施策の推進

Ⅰ－3　　障害児への療育と保護者への支援体制の充実

Ⅰ－4　　障害者の雇用促進と就労支援

Ⅱ－1　　障害者への理解と差別解消の促進

Ⅱ－2　　社会活動への参加と共生の推進　

Ⅱ－3　　権利擁護の推進　

Ⅱ－4　　バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進　　

Ⅱ－5　　地域移行の推進と障害者の居住の安定の確保
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Ⅰ―１ 相談支援体制等の強化 
 

 

 

障害者のもつ悩みや問題は、その障害者の障害の内容や障害程度、生活環境、年齢など

いろいろな要因によって異なっています。家族や友人・知人のいる地域で安心して暮らして

いくためには、日常生活で抱える諸問題を身近に相談でき、適切な助言を受けられる相談

体制の確立が必要であり、個々のケースに対応できる専門的な情報の提供が重要となりま

す。 

本市では、障害者支援課の窓口のほか、市内の各相談支援事業所が障害者とその家族か

らの相談に対応しており、その中核的な役割を果たす基幹相談支援センターが定期的に市

内の相談支援事業所を集め、事例共有、検討会などを開催し、相談支援の連携強化に努め

ています。 

しかし、障害者アンケートの結果を見ると、相談支援事業を「知っている」と回答した障害

者は全体の 37.4％にとどまっており（図１参照）、相談支援事業所の周知、啓発に努める必

要があります。 

また、事業所等アンケートの結果を見ると、人材の確保・定着・育成が大きな課題とされて

おり（図２参照）、人材確保等が困難な状況が伺えます。障害福祉サービスを安定的に提供す

るためにも、障害福祉人材の確保等に向けた取り組みの強化が重要となってきます。 

今後、障害者のニーズはさらに多様化することが予想されることから、障害者本人の自由

な意思決定や主体性を尊重するとともに、適切にサービスを組み合わせ、身近な地域で一

人ひとりにあったケアマネジメントを行える相談支援体制の整備が重要となります。また、

障害福祉サービスを提供するための人材の確保・育成や障害者福祉に係る各機関の連携強

化を図る必要もあります。これら諸課題に対して、地域の社会資源間のネットワークの核と

なる「岩国市障害者自立支援協議会」は、その設置以来、地域の関係機関によるネットワーク

の構築と連携の強化を図っていますが、今後もさらなる充実が望まれます。 

現状と課題 
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図 1 相談支援事業を知っているか 
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55.6 
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45.8 
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6.1 
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全体

N=543

身体障害者

N=363

知的障害者

N=98

精神障害者

N=96

知っている 知らなかった 無回答

 

資料：障害者アンケート調査結果 

 

図２ 事業所の運営において、課題となっていること（再掲） 
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資料：事業所等アンケート調査結果 
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１ 相談支援体制の充実 

相談支援事業所の利用促進のため、さらなる周知に努めます。 

また、障害者相談支援事業の中心的な役割を担う、基幹相談支援センターの機能を拡充

し、相談者の年齢や障害の種類・程度など、一人ひとりの状況や生活のあり方などに対応

した相談支援体制の充実を図るとともに、市内外の各種相談機関との連携強化に努めま

す。 

 

２ 障害者ケアマネジメント体制の充実 

単に障害福祉サービスの提供という側面にとどまらず、障害者のライフサイクルを見据

え、一人ひとりのニーズに応じたサービス等利用計画を作成し、福祉・保健・医療・教育・就

労が一体となった生活支援の実現を目指します。 

また、障害者本人の主体性や自由な意思決定を尊重し、セルフプランの検討を進めま

す。 

  

３ 相談支援専門員等の研修 

定期的に市内の相談支援事業所を集めて、事例共有及び検討会等を開催し、各相談支

援事業所間の共通理解を深めるとともに、相談員に対して困難案件の対応と解決のため

のスキルアップを図ります。 

  

４ 包括的な相談支援体制の整備と地域づくりの推進 

共生社会に実現に向けて、地域が抱える複合的な課題の解決のため、包括的な相談支援

体制を整備し、関係機関での連携を強化します。 

また、相談支援の個別支援を通じて表出した地域課題をもとに新たな社会資源を作り出

すなど、地域の相談支援機関等との連携による地域づくりの推進を図ります。 

  

５ 障害福祉分野に関わる人材の確保 

インターネットのホームページである「ふれあいｅタウンいわくに」等で障害福祉分野の業

務の魅力の発信を行い、幅広い人材の確保に努めるとともに、人材の定着に係る支援を実

施します。 

また、学生等に対し、市役所や障害福祉サービス事業者へのインターンシップや職場体験

の機会の充実に努めます。 

主な取り組み 
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６ 岩国市障害者自立支援協議会を核とした関係機関の連携の強化 

岩国市障害者自立支援協議会を地域の社会資源間のネットワークの核として、地域が抱

えている課題の解決や困難事例への対応のあり方に関する協議を通して、地域の関係機

関によるネットワークの構築と連携のさらなる強化に努めます。 
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Ⅰ―２ 障害者への情報提供と障害者による情報の取得利用・ 

意思疎通に係る施策の推進 
 

 

 

全ての障害者が、社会を構成する一員としてあらゆる分野の活動に参加するためには、

障害の種類や程度に関わらず福祉制度や生活に関するさまざまな情報を、必要なときに手

に入れることができる情報提供の仕組みや内容の充実が必要です。 

本市では、市報や市のホームページなどのほか、「ふれあいｅタウンいわくに」で障害福祉

サービス、地域の社会資源、地域活動など障害者にかかわる情報などを提供しています。 

障害者アンケート結果をみると、福祉サービスなどの情報の入手方法として最も回答割

合が高かったのは「市報・市のホームページ」ですが、障害種別にみると、知的障害者や精神

障害者では「相談支援事業所」と答えた人の割合も高くなっています（図３参照）。それぞれ

の障害によって情報収集先が異なることにも配慮し、情報発信においてもこれら関係機関

との連携が必要と考えられます。 

また、行動の制約を伴う障害者にとって、インターネットやＳＮＳは非常に有効な情報収

集・コミュニケーションの手段となっていることから、障害による利用機会等の格差が生じ

ないよう配慮し、情報のバリアフリー化を推進する必要があります。 

アンケート調査結果をみると、福祉サービスなどの情報の入手方法として「インターネッ

ト・ＳＮＳ」という回答も多くなっていますが、障害種別にみると、知的障害者の回答割合は 

５．１％にとどまっており、障害種別による利用格差がうかがえる結果となっています（図３

参照）。また、情報を入手する際に困っていることとしては、「どこに必要な情報があるのか

分かりにくい」（33.7％）、「専門用語など、分からない言葉が多い」（18.2％）といった内容

が上位にあがっており（図４参照）、今後はこれらに配慮した情報提供を行う必要がありま

す。 

今後、スマートフォンを使ったインターネット等の利用啓発も含め、障害者がインターネット

を活用し必要な情報を容易に得ることができる生活の実現を図る必要があります。 

また、情報提供にあたって、情報の取得やコミュニケーションに特に障壁がある視覚障害

者や聴覚障害者への配慮が必要であることは言うまでもありません。情報技術等を活用し

た情報バリアフリー化の推進やコミュニケーション支援体制の充実を図り、障害者の自立と

社会参加を支援することが重要です。 

現状と課題 
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本市では、手話は独自の言語であるという認識の下、手話の普及、手話の習得機会・手話

による情報取得の機会の確保のため、令和３年９月２７日に「岩国市手話言語条例」を施行し

ました。また、手話や要約筆記などの「きこえの支援」に役立つ書籍や視聴覚教材等を集め

た「岩国市手話ときこえの文庫」を開設して、理解の促進、聴覚障害者支援専門人材の育成

を目指しています。そのほか、聴覚障害者及び音声・言語機能障害者の社会生活におけるコ

ミュニケーションの手段の確保を支援するため、手話通訳者等・要約筆記者の派遣事業を行

うほか、手話奉仕員・要約筆記者の養成を行っています。 

しかし、登録手話通訳者として配置・派遣するに至るまでには、十分な通訳技術の習得と

経験が必要なため、その担い手不足が深刻な問題となっており、手話通訳者をはじめとす

る支援者の養成及び確保を図る必要があります。 

 

図３ 利用したい福祉サービスなどの情報をどのようにして得ているか 
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資料：障害者アンケート調査結果 
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図４ 情報を入手する際に困っていることはあるか 
 

33.7 

18.2 

12.5 

12.2 

2.2 

1.5 

40.5 

11.2 

0 20 40 60

どこに必要な情報があるのか分かりにくい

専門用語など、分からない言葉が多い

スマートフォンなどの

情報機器の使い方が分からない

インターネットなどの情報を

閲覧できる機器を持っていない

音声情報が少ない

その他

特に困っていることはない

無回答

（％）

N=543

 

資料：障害者アンケート調査結果 

 
 

 

 

１ 多様な手段による情報提供の充実 

各種のサービス情報や施設情報、イベント情報など、保健、医療、福祉、教育に関するさ

まざまな情報を、障害の有無に関わらず住民の誰もが手軽に入手できるよう、市報や市

ホームページ、「ふれあいｅタウンいわくに」、市公式ＳＮＳ等、多様な手段による情報提供の

さらなる充実に努めます。 

 

２ コミュニケーション支援とその担い手の確保 

聴覚障害者等のコミュニケーション支援として、今後も手話奉仕員・要約筆記者の派遣・

設置事業を行うとともに、その担い手となる手話奉仕員等の養成に努めます。 

また、より高度な知識・技術が必要な手話通訳者等を志す方に対し、専門講座・研修の受

講に係る費用の一部、専門資格取得試験を受験するための費用の一部を助成し、コミュニ

ケーション支援専門人材の育成を図ります。 

 

３ 情報・意思疎通支援用具の給付 

重度障害者用意思伝達装置や携帯用会話補助装置、視覚障害者用ポータブルレコー

ダー、活字文書読上げ装置、聴覚障害者用情報受信装置等、情報・意思疎通支援用具の給

付により、障害者のコミュニケーションを支援します。 

主な取り組み 
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４ 市ホームページのウェブアクセシビリティの確保 

市のホームページが障害者を含めた誰もが利用できるものとなるよう、ウェブアクセシ

ビリティの確保に取り組みます。 
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Ⅰ―３ 障害児への療育と保護者への支援体制の充実 
 

 

 

身体障害や知的障害のほかに、近年、自閉スペクトラム症などの発達障害またはその疑い

のある子どもが増えています。 

障害のある子どもや発達に課題のある子どもの保護者の多くは、さまざまな不安や悩み

を抱えながら日々を過ごしています。そのような状況をなくすためには身近な地域で困っ

ていることに応えられる支援が必要です。 

児童発達支援センターは地域の障害児やその家族への相談、障害児を預かる施設への援

助・助言を行う等、地域の中核的な療育支援施設です。ペアレントメンターやピアサポート活

動支援も合わせて行い、適切な支援が身近な地域で受けられるよう、支援体制の構築を

図っています。 

乳幼児健診は、成長発達の確認、発達上の課題や障害の早期発見の機会であるとともに、

保護者が育児などについて、一人で不安や悩みを抱え込まないよう相談できる機会でもあ

ります。 

障害のある子どもや発達に課題のある子どもの療育については、「岩国市療育センター」

を拠点として、児童相談所や岩国医療センター等の関係機関との連携により、障害の早期発

見、早期療育に努めるとともに、医療のみならず、心理、保育、教育等総合的な療育体制の

確保を図っています。一方、医療的ケアが日常的に必要な子どもに対しての支援も求められ

ています。 

アンケート調査結果をみると、岩国市療育センターを「利用している」と回答した障害児は

３７．９％、今後の利用意向も３１．０％とともに高い割合となっています（図５参照）。また、

岩国市療育センターの役割として、特に大切と思われることとしては、「言語・コミュニケー

ション訓練」（48.3％）を筆頭に、「日常生活の自立訓練」（36.2％）、「相談支援（社会保障

制度・家庭療育などの相談）」（34.5％）、「診察・診断や治療」（32.8％）、「心理・発達の検査

及び評価」「保護者支援（親同士の情報交換やスタッフとの意見交換）」「児童発達支援」（とも

に 27.6％）と続いており（図６参照）、その期待される役割は多岐にわたっていることが分

かります。 

さらに、学齢期においては、その子にとってより良い教育が何なのか、将来の見通しを含

めて新たな不安や悩みが生まれます。障害のある子どもや発達に課題のある子どもの教育

に関しては、就学時の健康診断、就学相談会で、子どもの状況に応じて、その子の成長に

とって最も望ましい教育環境を提供することが必要です。 

現状と課題 
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図５ 障害児のサービスの利用状況と今後の利用意向 
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資料：障害児アンケート調査結果 

 

図６ 岩国市療育センターの役割として、特に大切と思われること 

資料：障害児アンケート調査結果 
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１ 岩国市療育センターを拠点とした療育の推進、訓練、相談支援の充実 

ことばの教室、児童発達支援センター等の療育に関連する事業について、関係機関と連

携を取りながら療育、訓練を充実します。 

 

２ 児童発達支援センターによる支援の充実 

児童発達支援センターは、地域の障害児の健全な発達において中核的な役割を果たす

機関として、地域の障害児やその家族への相談、障害児を預かる施設への援助・助言を合

わせて行います。 

また、ペアレントメンターやピアサポート活動、こどもの発達支援体制整備事業（あいあ

いサークル）を通じて、発達障害児とその家族に対する支援に努めます。 

 

３ 障害児とその保護者同士の交流の促進 

障害児とその保護者同士が交流の機会をもつことで、お互いの経験を活かし、気軽に相

談しあえる環境をつくるため、保護者や関係機関との協働により、交流の促進を図ります。 

 

４ 個々の特性とライフステージに応じた療育・教育支援の充実 

医療的ケアが必要な子どもや重症心身障害児、発達に課題のある子ども等の一人ひと

りの状態と乳幼児期から入学や進学、卒業などのライフステージに応じたきめ細かな対応

ができるよう、保健、医療、福祉、保育、教育等の関係機関において連携を図ります。 

 

５ 障害児保育及び保育所等訪問支援サービスの充実 

保育所や幼稚園等において、障害のある子どもの受け入れを推進するとともに、子ども

の心身の状況を正確に把握し、子どもの発達が促進されるよう保育・教育内容の充実を図

ります。 

また、専門的な支援を要する場合の保育所等訪問支援サービスの提供など、集団生活へ

の適応のための支援の整備に努めます。 

主な取り組み 
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６ 障害児通所支援の充実 

障害のある子どもが日常生活における基本的動作や知識技能を習得し、集団生活に適

応できるよう支援を行う児童発達支援や、学齢期における放課後や夏休み等の長期休暇

中において、生活能力向上のための訓練等を提供する放課後等デイサービスなどの障害

児通所支援の提供体制の充実を図ります。 

また、重症心身障害児や医療的ケア児に対応する児童発達支援や放課後等デイサービス

の確保に努めます。 

 

７ 短期入所・日中一時支援事業の充実 

障害児の家族の就労支援及び一時的休息のため、障害児を一時的に預かる支援を行い

ます。 

 

８ 療育関係施設の情報提供の拡充 

「岩国市こども療育ガイド」や、広報紙・ホームページを活用し、療育施設の情報提供を充

実します。 

 

９ 療育関係機関の連携の強化 

岩国市障害者自立支援協議会療育サポート部会での協議を定期的に開催することで、

連携を強化します。 
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Ⅰ―４ 障害者の雇用促進と就労支援 
 

 

 

「障害者の雇用の促進等に関する法律」では、事業主に対して、その雇用する労働者に占

める障害者の割合が一定率（法定雇用率）以上になるよう義務付けており、平成３０年４月

からは、それまでの身体障害者、知的障害者のほか、精神障害者についても法定雇用率の

算定基礎に加えることとなっており、令和６年度から８年度にかけて段階的に、民間企業

2.7％、国及び地方公共団体３．０％まで引き上げられることになっています。 

また、平成２５年６月の改正により、雇用の分野において、障害を理由とする差別的取扱

いの禁止や、事業主に障害者が職場で働く際の支障を改善するための措置を義務付けるな

ど、雇用環境の整備が推進されています。 

令和５年６月１日現在、岩国管内にある企業の障害者の雇用率は２．１１％で、５５．７％が

法定雇用率を達成しています。今後も、企業・事業主に対して障害者雇用に関する啓発や情

報提供を行うなど、障害者雇用を促進することが必要です。 

障害者アンケート結果をみると、「収入を得る仕事をしている」と回答した６５歳未満の身

体障害者が３９．７％であるのに対し、知的障害者は１５．３％、精神障害者は２２．９％と、そ

れぞれ割合が低くなっていることが分かります（図７参照）。また、その一方で仕事をしてい

ない人たちの３６．９％は「仕事をしたい」と思っていることが分かります（図８参照）。仕事を

していない理由としては、「障害が重く、仕事をするのが難しい」（３５．８％）や「体力的に難

しい」（27.6％）が上位にあがっていますが、「働くことが不安である」（19.7％）、「就職した

いが自信がない」（16.1％）、「働きたいが、希望する就職先が見つからない」（15.4％）と

いった回答も少なくなく（図９参照）、これらの人が就労につながるよう支援する必要があり

ます。 

障害者の就労を促進するためには、それぞれが個性に合った仕事を選択できるよう、仕

事内容や勤務条件（勤務時間・日数など）の多様化を図るとともに、周囲の人が障害者を理

解する必要があります。仕事内容や勤務条件の多様化については、企業の理解と協力を求

めるところが大きく、厳しい経済情勢の中で困難が予想されますが、働く意欲と能力のある

障害者が当たり前に働ける社会をつくるためには、社会全体で障害者に適した仕事や労働

環境づくりを工夫しようとする意識を高めていく必要があります。 

また、障害者は就労先においてさまざまな問題を抱えていることが少なくありません。就

職してもそのまま職場に定着できるかどうかが心配で、就職に積極的になれないという実

態もあります。定着のための支援としては、障害福祉サービスの就労定着支援や各支援機 

現状と課題 
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関の職場訪問などがありますが、それでも職場に定着するということは非常に難しい課題

であり、さらなる支援の在り方の検討が必要となります。 

一方、民間企業での雇用が困難な障害者にとって、いわゆる福祉的就労は、訓練を受ける

場、また、働く場として重要な役割を果たしています。現在は就労継続支援Ａ型やＢ型がそ

の役割を担うサービスに位置づけられ、一般就労が困難な障害者に対する就労促進及び社

会参加を進める施策として、重要な役割を担っています。 

しかし、一般就労に比べると福祉的就労による工賃収入は低く、工賃向上が課題となって

います。本市は、平成２５年４月に施行された障害者優先調達推進法に基づき、毎年度、障

害者就労施設等からの優先調達推進方針を定め、発注可能な業務について、できる限り福

祉的就労を行っている事業所・作業所へ発注を行っています。今後もその発注拡大を図る

必要があります。 

 

図７ 平日の日中を主にどのように過ごしているか 
 

                                                資料：障害者アンケート調査結果 

39.7 
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会社勤めや、自営業、家業などで

収入を得る仕事をしている

自宅で過ごしている

福祉施設、作業所等に通っている

（就労継続支援Ａ型も含む）

専業主婦（主夫）をしている

入所している施設や病院等で過ごしている

病院などのデイケアに通っている

リハビリテーションを受けている

ボランティアなど、収入を得ない仕事をしている

大学、専門学校、職業訓練校などに通っている

身体障害者
N=363

知的障害者
N=98

精神障害者
N=96
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図８ 今後、収入を得る仕事をしたいと思うか（現在、仕事をしていない人） 
 

 

資料：障害者アンケート調査結果 

 

図９ 仕事をしていない理由（現在、仕事をしていない人） 
 

 

 

資料：障害者アンケート調査結果 
 

 
 

 

 

１ 事業主等への啓発 

ハローワーク、障害者就業・生活支援センター等の関係機関と協力し、障害者雇用に関わ

る各種助成・支援制度等の周知に努めます。また、障害者が自らの状況に応じた多様な働

き方ができるよう、事業主等の理解促進に努めます。 

主な取り組み 
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また、職場でのコミュニケーション等に不安のある障害者の雇用促進のために、関係機

関と連携し地域の民間企業等に対して障害の正しい理解を促進するための研修や講演会

を開催して、啓発を行います。 

 

２ 就労移行支援や就労継続支援の利用促進 

就労移行支援の利用促進を図り、一般就労を希望する障害者に対する能力向上と就職

への支援を促進します。また、一般就労が困難な人については就労継続支援Ａ型、Ｂ型等の

サービスを通じて就労の機会の提供と、就労に必要な知識や能力の保持・向上に向けた支

援に努めます。 

 

３ 就労定着支援の促進 

就労定着支援の積極的な活用による障害者の職場定着を促進します。 

また、障害者の就職後の悩み相談に対し、関係機関との連携のもと、障害者の就労定着

の支援を行います。 

 

４ 障害者就労施設等への通所者及び一般就労に向けての訓練等に対する交通費の 

助成 

障害者就労施設等への通所者や、職業に就くため就労訓練等を行う障害者に対し交通

費の助成を行い、障害者の自立と社会参加を推進します。 

 

５ 障害者優先調達推進法による受注の拡大 

本市における障害者優先調達推進方針に基づき、庁内各部署において、障害者就労施

設等への物品や役務の発注拡大に努めます。 

「岩国市障害者共同受注センター」においては、市役所・民間企業からの受注は、令和４

年度において、２，０００万円を超えています。 

 

６ 農福連携の推進 

国の「農福連携等推進ビジョン」を踏まえ、農福連携の取組に対する相談体制の整備、農

業経営体や障害者就労施設等がより農福連携に取り組みやすくなるよう検討します。 
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７ 就職面接会の開催 

ハローワークによる「岩国・大竹地区合同就職面接会」が開催されています。 

令和５年度においては、２２社の企業の参加があり、出席した障害者３０名のうち、最終

的に８名が採用されています。 

 

８ 岩国市障害者自立支援協議会就労サポート部会の充実 

岩国市障害者自立支援協議会就労サポート部会を定期的に開催し、情報共有を図るとと

もに、障害者、支援者、企業向けの研修会等を通して、障害者の就労を促進します。 
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Ⅱ―１ 障害者への理解と差別解消の促進 
 

 

 

障害のあるなしに関わらず、すべての人がかけがえのない個性をもった一人の人間とし

て尊重されなければなりません。しかし、障害や障害者に対する理解不足や誤解から生じる

差別や偏見は依然存在しています。 

すべての市民が、分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生す

る社会の実現に向け、各種広報媒体・行事・イベント、さらには身近な地域、学校、職場の活

動を通じて障害や障害者についての理解促進を図ることが重要です。 

本市では、平成２８年４月の障害者差別解消法の施行により、同法に規定される対応要領

を策定するとともに、市ホームページ等で同法の趣旨・内容や求められる「合理的配慮」の具

体例を示すなど、障害者差別解消法の周知・啓発と障害者差別解消の推進に取り組んでい

ます。 

しかし、障害者アンケート調査結果をみると、障害者差別解消法について、「名前も内容も

知っている」と回答した人は９．２％にとどまり、「名前も内容も知らない」と回答した人が 

６１．７％を占めています（図１０参照）。また、障害があることで差別を受けたり、嫌な思いを

したことが「ある」と回答した人の割合は、障害者の４４．２％、障害児の６２．０％となってお

り（図１１参照）、依然として障害に対する理解不足を感じる障害者が少なくないことがわか

ります。特に、知的障害者や精神障害者は身体障害者に比べ、差別・偏見や疎外感を感じる

割合が高くなっており、障害者への差別や偏見があると感じる機会や場面についても障害

種別による差異が見られます。また、「障害や障害のある人について周りの人が理解してほ

しい」という点について「すでに満足している」という回答割合は、障害者で１１．４％、障害

児で５．２％にとどまる（図１２参照）一方で、それを「希望する」と回答した人の割合は、障害

者で４７．５％、障害児で７２．４％と、ともに高い割合となっています（図１３参照）。 

今後、ますます障害者の社会参加が進むと予想される中で、あらゆる場面での差別がな

くなるよう、引き続きさまざまな広報媒体や行事等をとおして幅広い啓発・広報活動を粘り

強く継続的に行い、障害者について正しい理解や認識を広めていく必要があります。 

本市の小中学校では、障害の有無にかかわらず、互いの違いや個性を認め合うことがで

きるよう、通常の学級の子どもたちと支援学級の子どもたちが日常的に触れ合う機会を設

けるとともに、小中学校と県立岩国総合支援学校との交流を行うなどの取り組みを実施し

ています。 

 

現状と課題 
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今後も、児童や生徒が障害について理解し、障害のある子もない子もともに充実した学

校生活を送れるよう、これらの取り組みを継続する必要があります。 

 

図１０ 障害者差別解消法について知っているか 
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無回答

 

資料：障害者アンケート調査結果 

 

図 11 障害があることで差別を受けたり、嫌な思いをしたことがあるか 
 

資料：障害者アンケート調査結果 
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図 12 「障害や障害のある人について周りの人が理解してほしい」 

という点についての満足度 
 

資料：障害者アンケート調査結果 

 

図 13 「障害や障害のある人について周りの人が理解してほしい」 

という点についての希望度 
 

資料：障害者アンケート調査結果 
 

 
 

 

 

１ 市民に対する啓発・広報活動の充実 

障害特性や障害者とコミュニケーションを図る上での留意点等を記載した啓発パンフ

レット等を配布するとともに、市報や市ホームページ等を利用した啓発・広報活動に努め、

障害や障害者に対する理解の促進を図ります。 

 

２ 「障害者週間」の周知 

「障害者週間（12 月 3 日～12 月 9 日）」の周知を図りながら、障害者に対する理解の促

進に努めます。 

主な取り組み 

11.4 

5.2 

16.6 

8.6 

31.2 

39.7 

15.3 

27.6 

10.4 

12.1 

15.0 

6.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害者

N=699

障害児

N=58

すでに満足している やや満足している
どちらともいえない あまり満足していない
満足していない 無回答

47.5 

72.4 

26.3 

13.8 

5.4 

3.4 

20.7 

10.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害者

N=699

障害児

N=58

希望する どちらともいえない 希望しない 無回答



第４章 重点施策の現状と課題及び主な取り組み 

 

- 49 - 

 

３ 障害者差別解消の推進 

国や県と連携しながら、障害者への差別解消に関する啓発に努めるとともに、障害を理

由とする差別の解消の推進に関する基本方針に基づき、障害を理由とする差別の解消を

推進します。 

また、令和６年４月から民間事業者にも合理的配慮が義務化されることに伴い、積極的

な周知を実施します。 

 

４ 選挙等における配慮 

投票所出入口等へのスロープ設置による段差解消や投票所への車いす配置、車いす利

用者等が使いやすい低い記載台の設置、点字による候補者名簿、コミュニケーションボード

を各投票所に備え付けます。あわせて、投票に支援が必要な人へ代理投票等の配慮を行い、

障害者等が投票しやすい環境に努めます。 

また、指定病院等における不在者投票、郵便等による不在者投票の適切な実施の促進に

より、選挙の公正を確保しつつ、投票所での投票が困難な障害者の投票機会の確保に努め

ます。 

 

５ ヘルプマーク・ヘルプカードの配布・広報活動 

義足や人工関節を使用している人、内部障害や難病の人など、外見から分からなくても

援助や配慮を必要としている人々が、周囲の方に配慮を必要としていることを知らせるこ

とで、援助を得やすくなるよう、ヘルプマーク・ヘルプカードの配布・広報活動を行います。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

【ヘルプマーク】                    
 
 
 

          【ヘルプカード】 
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６ あいサポート運動の推進 

さまざまな障害の特性や障害のある方が困っていること、そしてそれぞれに必要な配慮

を理解し、日常生活でちょっとした配慮を実践していく「あいサポーター」の活動を通じて、

誰もが暮らしやすい地域社会（共生社会）をつくっていく運動（あいサポート運動）を推進し

ます。 
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Ⅱ―２ 社会活動への参加と共生の推進 
 

 

 

障害者がスポーツ・レクリエーションや文化芸術活動に参加することは、自立と社会参加

を促進するだけでなく、生きがいのある豊かな生活を送る上で重要です。また、障害者の健

康増進やリハビリテーションにも役立ち、地域社会の人々の障害者に対する理解を得る機

会としても重要です。 

現在の生きがいを尋ねた障害者アンケート調査結果をみると、「家族や地域の人とのふれ

あい」や「スマートフォンやパソコンなどの利用」が上位にあがっていますが、知的障害者で

は「レクリエーション」、精神障害者では「趣味などのサークルやクラブ活動」がそれに続く回

答割合となっています（図１４参照）。しかし、その一方で、「スポーツ」や「講座や講演会など

への参加」「地域の祭りなどへの参加」などの回答割合は低くなっています。何かの活動に

参加することとそれに生きがいを感じることは別の問題ではありますが、障害があるが故

にその参加機会が制約されている現実があるとすれば、そういう制約は取り除く必要があ

ります。 

障害の種別、程度に関わらず、誰もが気軽にスポーツ・レクリエーションや文化芸術活動、

さらにはさまざまな地域活動に参加できるような機会の拡大を図り、障害者が参加しやす

い環境を整えるとともに、障害者に対して各種活動に関する啓発・広報活動を行っていく必

要があります。 

また、本市では、障害者の社会参加を積極的に進めるため、重度障害者（児）福祉タクシー

料金助成事業や、知的・精神障害や肢体不自由で単身では外出できない障害者への外出時

における移動支援事業を行っており、今後も通院等介助や同行援護など移動支援を目的と

した障害福祉サービスとともに充実を図る必要があります。 

一方、障害者が地域の中で生きがいを持ちながら、安心して暮らし続けていくためには、

地域社会の一員として受け入れられ、お互いに人格を尊重し合いながら、ともに地域活動に

参加できる環境が必要です。 

障害者への偏見や理解不足、障害者自身の障害の特性による他者との関わりづらさなど、

地域での活動には多くの課題がありますが、年少期から障害の有無に関わらず交流を行う

など、地域のインクルージョンの推進に取り組むことが重要です。 

さらに、災害発生時においては、地域による障害者への支援が欠かせません。障害者アン

ケートでは災害が起こったときに困ることとして「避難場所の設備（トイレなど）や生活環境

が不安」や「安全なところまで、ひとりで迅速に避難することができない」と回答した方が多 

現状と課題 
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くなっています（図１５参照）。本市では災害時要援護者支援制度を実施し、介護施設等へ避

難する必要がある方の避難先の確保や移送支援を行っていますが、大規模災害が発生した

場合には、地域住民と連携した避難行動等が求められます。そのためには、常日頃から地域

と一体となって災害に備えていく必要があります。 

 

図１４ 現在の生きがい 
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資料：障害者アンケート調査結果 
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図 1５ 火事や地震などの災害時に困ること 

資料：障害者アンケート調査結果 
 

 
 

 

 

１ スポーツ・レクリエーション活動への参加促進 

障害のあるなしに関わらず、ともにスポーツの楽しさを体験し、相互理解を深めるため

スポーツ・レクリエーションイベントの情報提供を行い、参加を促進します。 

また、山口県障害者スポーツ大会「キラリンピック」の参加を支援します。 

 

２ 文化芸術活動の推進 

障害者が、学習活動や文化サークル活動等へ参加できる機会を増やすため、文化芸術活

動の情報提供に努めるとともに、文化芸術活動の発表の場を提供します。 

主な取り組み 
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３ 外出支援の推進 

重度障害者（児）福祉タクシー料金助成事業や、バス・渡船券の優待乗車証の交付を継続

して行い、日常生活の利便と社会活動の範囲の拡大を図ります。また、外出中に介護を行

う「移動支援」や「同行援護」といったサービスを安定的に提供するため、実施事業所の拡

大に努めます。 

 

４ 自発的活動を実施する団体への支援 

障害者やその家族、地域住民が自発的に活動する事業に対して支援を行います。 

 

５ 地域の活動・行事の中での交流の促進 

障害者が地域で自立した生活を送るために、誰もが気軽に参加できるイベントを開催し、

交流の輪がさらに広がるよう努めます。 

 

６ 地域と連携した災害時の支援 

令和３年５月の災害対策基本法の改正により、障害者等のうち避難に支援を要する人

（避難行動要支援者）の個別避難計画の作成が努力義務化されたことに伴い、現行の災害

時要援護者支援制度に登録された人だけでなく、すべての避難行動要支援者の個別避難

計画の作成に努めます。 
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Ⅱ―３ 権利擁護の推進 
 

 

 

平成２４年１０月の障害者虐待防止法の施行に伴い、本市では障害者虐待防止のための

相談・通報窓口を開設し、障害者の虐待に関する相談を受け付けています。虐待を見つけた

人には市町村等に通報の義務があることや、早期発見、早期通報と相談が虐待の深刻化を

防ぐことにつながることの周知・啓発を行い、障害者が地域の中で尊厳をもって暮らせる社

会の実現を図る必要があります。 

また、判断能力やコミュニケーション能力に支障がある知的・精神障害者の権利や財産を

守るための制度として、成年後見制度や日常生活自立支援事業がありますが、これらの関

連制度についての認知度はまだまだ低く、利用者も少ない状況にあります。障害者の場合、

親亡き後の地域生活において、権利擁護及び財産管理支援は必要不可欠です。 

今後、高齢化とともに一人暮らしの障害者がさらに増加していくことや、障害者の地域生

活への移行が進むことも見据えて、これらの権利擁護にかかわる制度を広く周知するとと

もに、より利用しやすいネットワークの構築に取り組むことが必要です。 

 

 
 

 

１ 障害者への虐待防止 

障害者虐待防止に関する啓発や相談・通報窓口の周知に努めるとともに、関係機関等と

の連携協力体制の整備を図り、虐待防止に努めます。 

 

２ 障害者虐待の迅速かつ的確な対応 

虐待に対して関係機関と連携し、早期の発見や支援等、迅速な対応を図ります。 

緊急時における一時保護及び入所支援を行う必要がある場合は、市内の障害者支援施

設等に協力を依頼するなどして、受入先の確保を図ります。 

 

３ 障害者の権利擁護の推進 

権利擁護支援が必要な人に対して、早期の段階からの相談や対応、意思決定支援等がで

きるよう、各専門職団体や関係機関等による地域連携ネットワークを構築し、障害者の権

利擁護の推進に努めます。 

 

現状と課題 

主な取り組み 
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４ 成年後見制度の利用促進 

知的障害や精神障害などにより判断能力の不十分な方が、安心して地域生活を送るこ

とができるように、成年後見制度の周知と利用を促進します。 

また、社会福祉協議会に設置している成年後見制度に関する相談窓口において、制度利

用に関する助言や家庭裁判所への申立ての支援を行うとともに、申立費用や後見人への

報酬の支払が困難な方のための助成事業の拡充に努めます。 



第４章 重点施策の現状と課題及び主な取り組み 

 

- 57 - 

 

Ⅱ―４ バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進 
 

 

 

障害者が安心して生活できる環境は、すべての住民にとって安全で、便利で、快適な環境

であるといえます。生活を営む上での物理的、社会的、制度的及び心理的なあらゆる障壁

（バリア）を除去するだけではなく、障害者に対して配慮することを特別なこととせず、あら

ゆる人にとって暮らしやすい空間やまちを創出していくユニバーサルデザインの考え方は、

地域共生社会の理念にも通じるものがあります。 

本市では、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新

法）」や山口県福祉のまちづくり条例に基づき、公共施設の新築や改修等の際にはバリアフ

リー化を図っています。 

障害者アンケートの自由回答では、障害者用駐車区画に障害のない人が駐車しているた

めに障害者が駐車できないという声もあがっており、障害者用駐車区画に関する啓発も含

め、住民や事業者など多くの人に身近で協力できることへの参画を促進する必要があります。 

また、障害者差別解消法の施行により、社会的障壁除去の実施について合理的配慮が求

められていることから、今まで以上にユニバーサルデザインの徹底を図る必要があります。 

 

 
 

 

１ 公共施設等のバリアフリー化とユニバーサルデザインの推進 

バリアフリー新法や山口県福祉のまちづくり条例の整備基準に適合するよう、段差の解

消や手すりの設置等、公共施設等のバリアフリー化を推進するとともに、すべての人々が

いっそう安心して快適に生活できるよう、ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりに取

り組んでいきます。 

 

２ 公共交通のバリアフリー化の推進 

公共交通機関のバリアフリー化や、案内表示にユニバーサルデザインを採用するなど、外

出しやすい環境づくりを推進します。 

 

３ 「やまぐち障害者等専用駐車場利用証制度」の普及促進 

優先駐車場が必要な人のために交付する「やまぐち障害者等専用駐車場利用証」の周知

を行い、利用の促進を図ります。 

現状と課題 

主な取り組み 
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Ⅱ―５ 地域移行の推進と障害者の居住の安定の確保 
 

 

 

障害福祉サービス等の提供にあたっての国・県の基本方針として、施設入所・入院から地

域生活への移行を推進することが定められています。本市においてもこの基本方針に従い

地域生活への移行を進めています。 

しかし、地域移行に至るまでには長い期間が必要であるほか、アパート等賃貸契約時の手

続きや金銭管理をはじめとする退所・退院後のさまざまな課題への対応や夜間の相談に対

応するなど、在宅生活を総合的に支える仕組みの構築が必要です。 

また、障害者の重度化・高齢化や親亡き後を見据え、相談、緊急時の受け入れや対応、体

験の機会や場所、専門的人材の確保や養成、地域の体制づくりなど、地域生活支援拠点等

の整備と機能の充実については、引き続き取り組む必要があります。 

 

 
 

 

１ 地域移行や地域定着に対応したサービスの利用促進や地域生活支援拠点等の 

機能の強化 

障害福祉サービスである地域移行支援や地域定着支援の利用促進を図るほか、グルー

プホームの拡充に努めます。 

また、地域生活支援拠点等の機能を強化するため、基幹相談支援センターを中心に緊急

時の支援が見込めない世帯の事前把握や障害特性などを踏まえた対応の検討を進めると

ともに、必要な機能を担う関係機関との連携を図ります。 

 

２ 住まいに関する事業や制度等の周知 

障害者等の民間住宅への入居を支援する居住支援法人、市営住宅の障害者等の優先枠、

住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅（セーフティネット住宅）等の住まいに関する事業や

制度の周知に努めます。 

 

現状と課題 

主な取り組み 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

成果目標と活動指標の設定 
（第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画） 
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１ 令和８年度末までの成果目標 
 

前計画では、障害者の自立支援の観点から、地域生活移行や就労支援といった課題に対応

すべく、国の基本指針を踏まえ、令和５年度までの成果目標を設定しました。新しい国の基本指

針では、従来の成果目標の一部見直しを含め７つの成果目標設定が求められています。本計画

ではこれまでの実績と本市の実情を踏まえ、新たに令和８年度末までの数値目標を設定するこ

ととします。  

新たな数値目標とそれに関する現状値は以下のとおりです。 

 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 

 国の基本指針 岩国市の設定の考え方 

地域生活移行者数 
令和４年度末時点の施設入所者
の６％以上が地域生活へ移行 

これまでの計画における実績や
今後の本市の取組による効果等
を踏まえた目標設定を行います。 

施設入所者数 
令和８年度末の施設入所者数を
令和４年度末時点の施設入所者
数から５％以上削減 

これまでの計画における実績や
施設入所支援のニーズを踏まえ
た目標設定を行います。 

 

前計画では、令和５年度末までに、令和元年度末現在の施設入所者２３１人の１．３％以上

（３人）を地域生活へ移行すること及び令和元年度末現在の施設入所者の１．７％減の４人

の削減を目標としていました。 

令和４年度末までの地域生活移行者数は２人であり、今後も強度行動障害のある人など

入所による支援が必要な人がいる一方で、何らかの支援があれば、地域生活に移行でき、

必ずしも入所が必要でない人が一定程度存在することが考えられるため、引き続き地域移

行に向けた取り組みが必要です。 

本計画では、施設入所者の状況を十分に踏まえながら、本人の意向に沿った地域生活へ

の移行が実現できるよう、地域移行支援及び地域定着支援の周知と利用の促進、多様な形

態の住まいの整備等に努め、令和４年度末時点における施設入所者（２２３人）の１．７％（４

人）以上を令和８年度末までに地域生活へ移行するとともに、令和８年度末時点における

施設入所者を、令和４年度末時点から１．７％以上（４人）削減することを目標とします。 
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※1 地域生活移行者数とは、施設入所者が施設を退所し、生活の拠点をグループホーム、福祉ホーム、
一般住宅へ移行した者の数。 

※2 令和８年度末までの施設入所者の削減数とは、令和５～８年度末までの地域生活移行者数及びその
他の退所者数から新規利用による施設入所者数を差し引いた数。 

 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

本市では、精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることがで

きるよう、保健、医療及び福祉関係者による協議の場として、岩国市障害者自立支援協議

会を活用し、保健、医療及び福祉関係者との連携強化を図ってきました。 

今後も、岩国市障害者自立支援協議会において協議を重ねながら、精神障害にも対応し

た地域包括ケアシステムの構築を図ります。 

活動指標 

前計画 

（実績見込み）
本計画（見込み） 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

保健、医療及び福祉関係者による

協議の場の開催回数（回／年） 
３ ３ ３ ３ 

保健、医療及び福祉関係者による

協議の場への関係者の参加者数

（人） 

３０ ３０ ３０ ３０ 

保健、医療及び福祉関係者による

協議の場における目標設定及び評

価の実施回数（回／年） 

１ １ １ １ 

精神障害者の地域移行支援の利用

者数（人／年） 
０ １ １ １ 

精神障害者の地域定着支援の利用

者数（人／年） 
０ １ ２ ３ 

精神障害者の共同生活援助の利用

者数（人／年） 
６７ ６８ ６９ ７０ 

精神障害者の自立生活援助の利用

者数（人／年） 
０ ０ ０ ０ 

精神障害者の自立訓練（生活訓練）

の利用者数（人／年） 
３４ ３６ ３６ ３６ 

目標：福祉施設の入所者の地域生活への移行  

前計画の 

実績 

令和４年度末現在の施設入所者数  ２２３人   

令和４年度末までの地域生活移行者数※１     2２２人   

本計画の 

目標値 

令和８年度末の施設入所者数    ２１９人   

令和８年度末までの施設入所者の削減数※２     ４人   

令和８年度末までの地域生活移行者数    ４人   
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（３）地域生活支援の充実 

 

 国の基本指針 岩国市の設定の考え方 

地域生活支援拠点
等 

地域生活支援拠点等について、令和８年
度末までの間、各市町村又は圏域に地
域生活支援拠点等を整備するとともに、
その機能の充実のため、コーディネー
ターの配置などによる効果的な支援体制
及び緊急時の連絡体制の構築を進め、
また、年一回以上運用状況を検証及び
検討する 

国の基本指針どおり目標
設定します。 

強度行動障害を有
する者への支援体
制 

強度行動障害を有する障害者に関し、令
和８年度末までに、各市町村又は圏域に
おいて支援ニーズを把握し、 支援体制
の整備を進める 

 

障害者等の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能を整備し、障

害者等の生活を地域全体で支えるためのサービス提供体制を構築することが求められま

す。そのため、本市では、令和３年度から地域生活支援拠点等の面的整備（地域における複

数の機関が分担して機能を担う体制の整備）と機能強化を進めており、障害者等の地域生

活の支援に努めています。 

地域生活支援拠点等の機能としては、①相談、②緊急時の受け入れ・対応、③体験の機

会・場、④専門的人材の確保・養成、⑤地域の体制づくり、の５つが求められており、本計画

では、地域生活支援拠点等が有する機能のさらなる充実に努めるとともに、定期的に運用

状況を検証及び検討することとします。 

また、国の基本指針では、強度行動障害を有する障害者等への支援体制の充実が求めら

れていることから、関係機関と連携して、強度行動障害を有する人の支援ニーズの把握や、

支援体制の整備を進めることとします。 

 

成果指標・活動指標 

前計画 

（実績見込み）
本計画（見込み） 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域生活支援拠点等の設置箇所数 

（か所） 
１ １ １ １ 

地域生活支援拠点等へのコーディ

ネーターの配置人数（人） 
２ ２ ２ ２ 

地域生活支援拠点等の機能の充実

に向けた検証及び検討の実施回数

（回／年） 

１ １ １ １ 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

 

 国の基本指針 岩国市の設定の考え方 

就労移行支援事業
等における一般就
労移行者数 

令和８年度中の就労移行支援事
業等を通じた一般就労への移行
者数を、令和３年度の実績の 
１.２８倍以上とする 

近年の一般就労への移行者数
の現状を踏まえつつ、本市にお
いて一般就労への移行者数を目
標設定します。 

就労移行支援事業
における一般就労
移行者数 

令和８年度における就労移行支
援事業を通じた一般就労移行者
数を令和３年度の実績の１.３１倍
以上とする 

就労継続支援Ａ型
事業における一般
就労移行者数 

令和８年度における就労継続支
援Ａ型事業を通じた一般就労移
行者数を、令和３年度の実績の
１.２９倍以上とする 

就労継続支援Ｂ型
事業における一般
就労移行者数 

令和８年度における就労継続支
援Ｂ型事業を通じた一般就労移
行者数を、令和３年度の実績の
１.２８倍以上とする 

就労定着支援事業
の利用者数 

令和８年度中の就労定着支援事
業の利用者数を令和３年度実績
の１.４１倍以上とする 

近年の就労定着支援事業の利
用者数の現状を踏まえつつ、本
市において就労定着支援事業の
利用者数を目標設定します。 

 

前計画では、令和５年度における就労移行支援事業等を通じた年間一般就労への移行

者数の目標を１７人と設定していましたが、令和３年度の移行者数は１３人でした。 

本計画では、障害者の就労を支える関係機関との連携、協力体制を構築し、就労関係の

相談業務を充実するとともに、ハローワークと共同で各企業へ障害者雇用のＰＲを継続実

施することで、令和８年度の就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数を１６人

以上にすることを目標とします。 

今後も障害者が「働きたい」「働き続けたい」という思いに寄り添った支援を充実させて

いくとともに、多様な働き方を広く紹介し、障害者就労に対する理解促進を図ります。 

また、多様化する就労ニーズや生活面での支援も含めた定着支援を関係機関と連携を

図りながら行っていきます。 

目標：福祉施設から一般就労への移行 

前計画の実績 令和３年度の年間一般就労移行者数 １３人 

本計画の目標値 

令和８年度の年間一般就労移行者数 

（令和３年度実績の 1.2３倍以上） 
  １６人 

（うち就労移行支援事業所利用者数） （１４人） 

（うち就労継続支援Ａ型事業所利用者数） （１人） 

（うち就労継続支援Ｂ型事業所利用者数） （１人） 
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目標：就労定着支援事業の利用者数 

前計画の実績値 令和 3 年度の就労定着支援事業の利用者数 １３人 

本計画の目標値 
令和８年度の就労定着支援事業の利用者数 

（令和３年度実績の 1.１５倍以上） 
  １５人 

 

（５）障害児支援の提供体制の整備等 

 

 国の基本指針 岩国市の設定の考え方 

児童発達支援センターの
設置 

令和８年度末までに、児童発達
支援センターを各市町村又は圏
域に少なくとも１カ所以上設置 

国の基本指針どおり目標
設定します。 

障害児の地域社会への参
加・包容を推進する体制構
築 

令和８年度末までに、全ての市
町村において、障害児の地域社
会への参加・包容（インクルー
ジョン）を推進する体制を構築 

主に重症心身障害児を支
援する児童発達支援事業
所及び放課後等デイサー
ビス事業所の確保 

令和８年度末までに、主に重症
心身障害児を支援する児童発達
支援事業所及び放課後等デイ
サービス事業所を各市町村又は
圏域に少なくとも１カ所以上確保 

医療的ケア児等の支援 

令和８年度末までに、各市町村
において、医療的ケア児支援の
ための関係機関の協議の場の
設置（市町村は都道府県が関与
した上での圏域での設置も可） 
及び医療的ケア児等に関する
コーディネーターの配置 

 

①児童発達支援センターを中核とした地域支援体制及び保育所等訪問支援の充実 

児童発達支援センターについては、令和３年度に市内に１か所整備されており、既に国の

基本指針で示された整備基準（令和８年度末までに市内又は圏域内に１か所以上）を達成

しています。 

また、国の基本指針では、保育所等訪問支援の利用を促進して、障害児の地域社会への

参加・包容（インクルージョン）推進体制の構築が求められています。保育所等訪問支援を

実施する事業所は市内に複数整備されており、今後も引き続き保育所等訪問支援の利用

を促進して地域の保育や教育等の支援を受けることができるよう努めるとともに、障害児

やその家族等への支援や障害への理解促進を推進します。 
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成果指標・活動指標 

前計画 

(実績見込み) 
本計画（見込み） 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

児童発達支援センター設置数（か所） １ １ １ １ 

保育所等訪問支援実施箇所数（か所） ６ ６ ６ ６ 

 

 

②主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所 

の確保 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所

については、国の基本指針に従い、それぞれ１か所以上確保するよう努めます。 

 

成果指標・活動指標 

前計画 

(実績見込み) 
本計画（見込み） 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

重症心身障害児を支援する児童発達

支援事業所数（か所） 
０ ０ ０ １ 

重症心身障害児を支援する放課後等

デイサービス事業所数（か所） 
０ ０ ０ １ 

 

 

③医療的ケア児等支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネーターの配置 

医療的ケア児等の支援を目的とした、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関に

よる情報交換及び支援方法の協議については、岩国市障害者自立支援協議会療育サポー

ト部会において行っています。 

また、医療的ケア児等からの相談への対応と関係機関との連携調整等を行うコーディ

ネーターを、基幹相談支援センターや相談支援事業所に配置するよう進めています。 

今後も、本市における医療的ケア児等支援に関する課題を抽出し、その解決に向けた協

議を行いながら、さらなる支援の充実を図ります。 

 

成果指標・活動指標 

前計画 

(実績見込み) 
本計画（見込み） 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

市町村における医療的ケア児等に対す

る関連分野の支援を調整するコーディ

ネーターの配置人数（人） 

５ ６ ７ ７ 
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④発達障害児とその家族に対する支援の充実 

保護者等が子どもの発達障害の特性を理解し、必要な知識や方法を身につけ、適切な対

応ができるよう、ペアレントプログラムやペアレントトレーニング等の発達障害児とその家

族等に対する支援体制について関係機関と協議を行い、その充実を図ります。 

 

成果指標・活動指標 

前計画 

(実績見込み) 
本計画（見込み） 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ペアレントトレーニングやペアレントプロ

グラム等の支援プログラム等の実施者

数（支援者）（人） 

１ １ １ １ 

ペアレントトレーニングやペアレントプロ

グラム等の支援プログラム等の受講者

数（保護者）（人） 

６０ ７５ ８０ ８５ 

ペアレントメンターの人数（人） ９ １０ １１ １２ 

ピアサポートの活動への参加人数（人） ０ ０ ０ ２０ 

 
 

（６）相談支援体制の充実・強化等 

 

 国の基本指針 岩国市の設定の考え方 

相談支援体制の充
実・強化等 

令和８年度末までに、各市町村又は
圏域において、基幹相談支援センター
を設置し、総合的・専門的な相談支援
の実施及び地域の相談支援体制の強
化を実施する体制を確保 国の基本指針どおり目標設

定します。 

地域サービス基盤
の開発・改善等 

個別事例の検討を通じた地域サービ
ス基盤の開発・改善等を行う取組を行
うとともに、これらの取組を行うために
必要な協議会の体制を確保 

 

①総合的・専門的な相談支援 

国の基本指針では、令和８年度末までに、各市町村又は圏域において、基幹相談支援

センターを設置し、総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を

実施する体制を確保することが求められています。 

本市では、基幹相談支援センターについては既に設置済みで、今後もセンターを中心

に、総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を図っていきま

す。 



第５章 成果目標と活動指標の設定 

 

 - 66 - 

 

成果指標・活動指標 

前計画 

（実績見込み） 
本計画（見込み） 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

基幹相談支援センターの設置 有 有 有 有 

基幹相談支援センターによる地域の相

談支援事業者に対する訪問等による専

門的な指導・助言件数（回） 

４２ ４２ ４２ ４２ 

基幹相談支援センターによる地域の相

談支援事業者の人材育成の支援件数

（件） 

４２ ４２ ４２ ４２ 

基幹相談支援センターによる地域の相

談機関との連携強化の取り組みの実施

回数（回） 

１５ １５ １５ １５ 

基幹相談支援センターによる個別事例

の支援内容の検証の実施回数（回） 
１ １ １ １ 

基幹相談支援センターにおける主任相

談支援専門員の配置数（人） 
１ １ １ １ 

 

 

② 地域サービス基盤の開発・改善等 

岩国市障害者自立支援協議会における個別事例の検討等を通じて、地域の課題や不

足するサービス等の把握及び改善、新たな事業の開発等に努めます。 

 

成果指標・活動指標 

前計画 

（実績見込み） 
本計画（見込み） 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

協議会における相談支援事業所の参

画による事例検討実施回数及び参加

事業者・機関数 

３回 

８事業者 

（機関） 

３回 

８事業者 

（機関） 

３回 

８事業者 

（機関） 

３回 

８事業者 

（機関） 

協議会の専門部会の設置数及び実施

回数 

３部会 

１８回 

３部会 

１８回 

 ３部会 

１８回 

 ３部会 

１８回 

 

（７）障害福祉サービス等の質を向上させるための取り組みに係る体制の構築 

 

 国の基本指針 岩国市の設定の考え方 

障害福祉サービス等の質
の向上 

令和８年度末までに、障害福
祉サービス等の質を向上させ
るための取組を実施する体制
を構築 

国の基本指針どおり目標設定
します。 
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①障害福祉サービス等に係る各種研修の活用 

県が実施する障害福祉サービス等に係る研修その他の研修への市職員の参加促進に

努め、業務の質の向上を図ります。 

 

活動指標 

前計画 

（実績見込み）
本計画（見込み） 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

県が実施する各種研修への市職員

の参加人数見込み 
１５人 １５人 １５人 １５人 

 

②障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有 

障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果を分析してその結果を活用する

とともに、事業所や関係自治体等との共有を図ります。 

 

活動指標 

前計画 

（実績見込み）
本計画（見込み） 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

障害者自立支援審査支払等システ

ム等による審査結果を分析活用し

て事業所や関係自治体等と共有す

る体制の有無と共有回数 

有 

１回 

有 

１回 

有 

１回 

有 

１回 
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２ 障害福祉サービスの見込量 
 

前計画期間中のサービス利用実績と今後の利用者のニーズ等を踏まえ、計画期間における

各種サービス事業量（活動指標）を以下のとおり見込みました。 

なお、表中の令和５年度は、令和５年９月末時点の利用実績に基づいた見込値を記載してい

ます。 

 

（１）訪問系サービス 

① 居宅介護 

ヘルパーが居宅を訪問し、入浴・排せつ・食事等の身体介護、洗濯・掃除等の家事援助

を行うサービスです。 

 

■身体介護 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
70 65 65 65 65 65 

利用時間 

（時間／月） 
621 587 585 585 585 585 

    

■家事援助 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
87 86 86 86 86 86 

利用時間 

（時間／月） 
956 883 920 920 920 920 

 
 

※サービス見込み量の単位 

人 ／月：１か月当たりの利用人数 

時間／月：１か月当たりの利用時間（時間＝人×一人当たり平均利用時間） 

人日／月：１か月当たりの利用日数（人日＝人×一人当たり平均利用日数） 
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② 重度訪問介護 

ヘルパーが居宅を訪問し、重度の肢体不自由者等で常時介護を要する障害のある人

に、入浴・排せつ・食事等の介護、外出時における移動中の介護等を総合的に行うサービ

スです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
1 1 1 1 1 2 

利用時間 

（時間／月） 
12 14 15 15 15 215 

 

③ 同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する人に、ヘルパーが同行し、移動に必要な情

報を提供するとともに、移動の援護等の外出支援を行うサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
15 15 16 16 16 16 

利用時間 

（時間／月） 
107 103 112 112 112 112 

 

④ 行動援護 

知的障害、精神障害により行動上著しい困難があり、常時介護を要する人に対して、ヘ

ルパーが行動する際に生じ得る危険を回避するための援護や外出時における移動中の

介護を行うサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
0 0 0 0 0 0 

利用時間 

（時間／月） 
0 0 0 0 0 0 
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⑤ 重度障害者等包括支援 

常時介護を要する重度障害者であって、意思の疎通に著しい困難を伴う人に対して、

居宅介護をはじめとする複数のサービスを包括的に行うサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
0 0 0 0 0 0 

利用時間 

（時間／月） 
0 0 0 0 0 0 

 

（２）日中活動系サービス 

① 生活介護 

常時介護が必要である障害者に対して、入浴、排せつ、食事の介護などを行うととも

に、創作的活動又は生産活動の機会を提供するサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
372 368 368 368 368 368 

利用日数 

（人日／月） 
7,141 7,158 7,139 7,139 7,139 7,139 

 

② 自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

機能訓練は、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーション、生活等に関する相

談及び助言等を行うサービスです。 

一方、生活訓練は、入浴、排せつ及び食事等に関する自立した日常生活を営むために

必要な訓練、生活等に関する相談及び助言等を行うサービスです。 
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■自立訓練（機能訓練） 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
1 2 2 2 2 2 

利用日数 

（人日／月） 
8 21 21 21 21 21 

 

■自立訓練（生活訓練） 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
38 39 48 48 48 48 

利用日数 

（人日／月） 
870 898 1,104 1,104 1,104 1,104 

 

③ 就労選択支援（新設） 

障害者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、本人の希望、就労

能力や適性等に合った選択を支援するサービスです。令和７年を目処に開始される予定

です。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
    80 100 

利用日数 

（人日／月） 
    800 1,000 

 

④ 就労移行支援 

就労を希望する障害者であって、一般企業等への雇用又は在宅就労等が見込まれる

人に対し、一定期間、就労に必要な知識及び能力を修得するための訓練や、求職活動に

関する支援等を行うサービスです。 
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区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
27 26 27 28 29 30 

利用日数 

（人日／月） 
465 428 456 473 490 507 

 

⑤ 就労継続支援（Ａ型） 

一般企業等に雇用されることが困難な障害者の中で、適切な支援により雇用契約に

基づく就労が可能と見込まれる人に、就労機会の提供や就労に必要な知識及び能力を

修得するための訓練を行うサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
53 52 52 53 54 55 

利用日数 

（人日／月） 
1,025 998 1,004 1,023 1,042 1,062 

 

⑥ 就労継続支援（Ｂ型） 

年齢や体力の面で雇用されることが困難な人や、就労移行支援事業を利用したが一

般企業等への雇用に結びつかなかった人などに就労の場を提供するとともに、必要な

知識及び能力を修得するための訓練を行うサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
275 294 320 330 340 350 

利用日数 

（人日／月） 
4,624 4,747 5,280 5,445 5,610 5,775 
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⑦ 就労定着支援 

就労に向けた一定の支援を受けて一般就労に移行した障害者について、就労の継続

を図るため、就労に伴う環境変化により生じている生活面の課題を把握するとともに、

企業や関係機関等との連絡調整や課題解決に向けて必要となる支援を行うサービスで

す。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
13 11 12 13 14 15 

 

⑧ 療養介護 

医療と常時の介護を必要とする人に、主として昼間に医療機関で機能訓練、療養上の

管理、看護、医学的管理の下での介護及び日常生活の支援を行うサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
34 36 38 38 38 38 

 

⑨ 短期入所 

居宅で障害者を介護する人が病気などの場合に、障害者支援施設やその他の施設に

おいて、障害者に対して、短期間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うサービスです。 

 

■短期入所（福祉型） 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
34 28 38 38 38 38 

利用日数 

（人日／月） 
256 223 266 266 266 266 
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■短期入所（医療型） 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
3 2 3 3 3 3 

利用日数 

（人日／月） 
21 15 21 21 21 21 

 

 

（３）居住系サービス 

① 自立生活援助 

障害者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへ移行した障害者について、本人

の意思を尊重した地域生活を支援するため、定期的な巡回訪問や随時の対応により、生

活上の問題を把握し、必要な情報提供や助言等の援助を行うサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
0 0 0 0 0 0 

 

 

② 共同生活援助（グループホーム） 

障害のある人が、地域において自立した日常生活を営むために共同生活を行う住居

で、相談や日常生活の援助、入浴、排せつ、食事の介護等を行うサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
159 167 169 171 173 175 
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③ 施設入所支援 

入所施設において、夜間や休日、入浴、排せつ及び食事の介護その他の必要な日常生

活上の支援を行うサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
232 224 222 221 220 219 

 
 

（４）相談支援 

① 計画相談支援 

障害者の自立した生活を支え、障害者の抱える課題の解決や適切なサービス利用に

向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援するため、障害福祉サービスを利用する

障害者に対し、サービス等利用計画を作成するサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人） 
1,085 1,102 1,120 1,138 1,156 1,174 

 

 

② 地域移行支援 

障害者支援施設等に入所している障害者又は精神科病院に入院している精神障害者

に対し、住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談その

他の便宜を供与するサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
0 0 0 2 2 2 
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③ 地域定着支援 

居宅において単身等で生活している障害者に対し、常時の連絡体制を確保し、障害の

特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他の便宜を供与するサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
1 1 1 2 3 4 
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３ 障害児福祉サービスの見込量 
 

前計画期間中のサービス利用実績と今後の利用者のニーズ等を踏まえ、計画期間における

各種サービス事業量等（活動指標）を以下のとおり見込みました。 

なお、表中の令和５年度は、令和５年９月末時点の利用実績に基づいた見込値を記載してい

ます。 

 

① 児童発達支援 

未就学の障害児について、障害の特性に応じ、日常生活における基本的な動作の指導、

知識技能の付与、集団生活への適応訓練等の集団療育及び個別療育を行うサービスで

す。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
92 114 120 125 129 132 

利用日数 

（人日／月） 
832 961 1,044 1,088 1,122 1,148 

 

② 医療型児童発達支援 

児童発達支援に加え、肢体不自由児に対する治療を行うサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
0 0 0 0 0 0 

利用日数 

（人日／月） 
0 0 0 0 0 0 
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③ 居宅訪問型児童発達支援 

障害児通所支援を利用するために外出することが著しく困難な障害児について、障害

児の居宅を訪問して日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援

を行うサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
0 0 0 0 0 0 

利用日数 

（人日／月） 
0 0 0 0 0 0 

 

④ 保育所等訪問支援 

保育所等を利用中の障害児が、保育所等における集団生活の適応のための専門的な

支援を必要とする場合に、当該施設を訪問し、集団生活適応のための訓練を実施するほ

か、当該施設のスタッフに対し支援方法の指導等を行うサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
32 49 100 104 107 109 

利用日数 

（人日／月） 
60 66 160 166 171 174 

 

⑤ 放課後等デイサービス 

学校に就学している障害児に対して、放課後や学校の休業日において、生活能力向上

のための訓練等を提供するサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
219 246 258 271 285 299 

利用日数 

（人日／月） 
2,397 2,495 2,709 2,846 2,993 3,140 
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⑥ 障害児相談支援 

障害児の自立した生活を支え、障害児の抱える課題の解決や適切なサービス利用に

向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援するため、障害児通所支援を利用する障

害児に対し、障害児支援利用計画を作成するサービスです。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人） 
311 359 377 396 416 437 

 

⑦ 医療的ケア児等に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター 

関係機関等が連携を図るための協議の場に参画し、地域の課題整理や地域資源の開

発等を行いながら地域づくりを推進する役割を担うコーディネーターを養成・配置しま

す。 

本市では、基幹相談支援センター及び相談支援事業所（６事業所）のすべてに１名ずつ

配置することを目標とします。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

配置人数 

（人） 
5 6 5 6 7 7 
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４ 地域生活支援事業の見込量 
 

前計画期間中のサービス利用実績と今後の利用者のニーズ等を踏まえ、計画期間における

各種サービス事業量等（活動指標）を以下のとおり見込みました。 

なお、表中の令和５年度は、令和５年９月末時点の利用実績に基づいた見込値を記載してい

ます。 

 

（１）必須事業 

① 理解促進研修・啓発事業 

障害者等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を除去するため、

障害者等への理解を深めるべく、研修・啓発を通じて地域住民への働きかけを強化する

ことにより、共生社会の実現を図るための事業です。 

区   分 

前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

実施の有無 無 有 有 有 有 有 

 

② 自発的活動支援事業 

障害者等やその家族、地域住民等による地域における自発的な取り組みを支援するこ

とにより、共生社会の実現を図る事業です。 

区   分 

前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

実施の有無 無 有 有 有 有 有 

 

③ 障害者相談支援事業 

障害者やその保護者等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言、障害福祉サー

ビスの利用支援等を行うとともに、虐待の防止やその早期発見のための関係機関との

連絡調整、障害者等の権利擁護のために必要な援助を行う事業です。 
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区   分 

前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

実施箇所数 （か所） 6 6 6 6 6 6 

利用者実人数 （人） 1,446 1,470 1,495 1,520 1,546 1,572 

 

④ 基幹相談支援センター等機能強化事業 

相談支援事業が適正かつ円滑に実施されるよう、一般的な相談支援事業に加え、特に

必要と認められる能力を有する専門的職員を基幹相談支援センター等に配置すること

や、基幹相談支援センター等が地域における相談支援事業者等に対する専門的な指導・

助言、情報収集・提供、人材育成の支援、地域移行に向けた取り組み等を実施することに

より、相談支援機能の強化を図ることを目的とする事業です。 

区   分 

前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

実施の有無 有 有 有 有 有 有 

 

⑤ 成年後見制度利用支援事業 

障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であると認

められる知的障害者または精神障害者に対し、成年後見制度の申し立てに要する経費及

び後見人等の報酬等の全部または一部を助成します。 

区   分 

前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用実人数 （人/年） 2 2 3 5 6 7 

 

⑥ 成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体

制を整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援することで、

障害者の権利擁護を図る事業です。 
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区   分 

前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

実施の有無 無 無 無 無 無 無 

 

⑦ 意思疎通支援事業 

聴覚・言語機能に障害のある人に対して手話通訳者や要約筆記者を派遣する事業等

を通じて、障害者の意思疎通の仲介等の支援を行うサービスです。 

区   分 

前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

手話通訳者・要約筆
記派遣事業利用者数
（延べ人数） 

（人） 23 35 36 40 40 40 

手話通訳者設置者数 （人） 2 2 2 2 2 3 

 

⑧ 日常生活用具給付等事業 

日常生活を営むことに支障がある障害者等に対し、日常生活上の便宜を図るため、自立

生活支援用具等の日常生活用具を給付するサービスです。 

区   分 

前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

介護・訓練支援用具 （件/年） 11 7 8 8 8 8 

自立生活支援用具 （件/年） 4 14 10 10 10 10 

在宅療養等支援用具 （件/年） 7 12 18 12 12 12 

情報・意思疎通支援用具 （件/年） 22 14 16 16 16 16 

排泄管理支援用具 （件/年） 988 1,036 1,000 1,000 1,000 1,000 

居宅生活動作補助用具

（住宅改修） 
（件/年） 1 1 4 2 2 2 
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⑨ 手話奉仕員養成事業 

聴覚障害者等との交流活動の促進、市の広報活動などの支援者として期待される日

常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成する研修を行う事業です。 

区   分 

前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用者数（延べ人数） （人） 9 13 17 17 18 19 

 

⑩ 移動支援事業 

屋外での移動が困難な障害者等に対して、社会参加や余暇支援を促進するためにヘ

ルパーを派遣し、外出の際の移動を支援するサービスです。 

区   分 

前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用実人数 （人/年） 17 16 14 14 14 14 

利用延時間数 （時間/年） 650 599 529 529 529 529 

 

⑪ 地域活動支援センター機能強化事業 

創作活動又は生産活動の機会の提供、地域との交流の促進等の支援を行う地域活動

支援センターの機能を強化する事業です。 

地域活動支援センターⅠ型は、相談支援事業を実施することや専門職員を配置するこ

とにより、医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整、地域住民ボラン

ティア育成、障害に対する理解促進を図るための普及啓発等を実施します（１日あたりの

実利用人員が概ね２０名以上）。 

地域活動支援センターⅡ型は、地域において雇用・就労が困難な在宅障害者に対し、

機能訓練・社会適応訓練・入浴等のサービスを実施します（１日あたりの実利用人員が概

ね１５名以上）。 

地域活動支援センターⅢ型は、地域の障害者のための援護対策として地域の障害者

団体等が実施する通所による援護事業を実施します（１日あたりの実利用人員が概ね１０

名以上）。 
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区   分 

前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

Ⅰ型実施箇所数 （か所） 1 1 1 1 1 1 

Ⅱ型実施箇所数 （か所） 0 0 0 0 0 0 

Ⅲ型実施箇所数 （か所） 3 2 2 2 2 2 

合計実施箇所数 （か所） 4 3 3 3 3 3 

支援対象者数 （人） 418 438 459 459 459 459 

 
 

（２）任意事業 

① 日中一時支援事業 

障害者等の日中における活動の場を確保し、障害者等の家族の就労支援及び障害者

等を日常的に介護している家族の一時的な休息を目的として行うサービスです。 

区   分 

前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用実人数 （人/年） 172 167 140 140 140 140 

利用延日数 （日/年） 5,686 4,743 4,312 4,312 4,312 4,312 

 

② 訪問入浴サービス事業 

重度の身体障害者の入浴のため、居宅において入浴サービスを提供します。 

区   分 

前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用実人数 （人/年） 4 4 4 5 5 5 

利用延日数 （回/年） 338 275 213 344 344 344 
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５ 市独自事業の見込量 
 

前計画期間中のサービス利用実績と今後の利用者のニーズ等を踏まえ、計画期間における

各種サービス事業量等（活動指標）を以下のとおり見込みました。 

なお、表中の令和５年度は、令和５年９月末時点の利用実績に基づいた見込値を記載してい

ます。 

 

① 障害者ネットワーク推進事業 

インターネット上でホームページ「ふれあいｅタウンいわくに」を掲載し、障害福祉サー

ビス、地域の社会資源、地域活動など障害者に関わる情報を発信しています。 

「ふれあいｅタウンいわくに」（URL httpｓ://www.e-town-iwakuni.net/） 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ホームページ

アクセス数 
45,639 104,705 106,000 107,000 108,000 109,000 

 

② 障害児等総合療育相談訓練事業 

岩国市療育センターにおいて、療育に関する相談窓口を開設し、訓練が必要な方に個

別に親と子の療育訓練、集団訓練を行っています。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者実人数 
（人） 

883 862 826 850 850 850 

相談回数 
（回／年） 

2,937 2,760 2,907 2,900 2,900 2,900 

訓練回数 

（回／年） 
3,627 3,865 4,338 4,500 4,500 4,500 
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③  こどもの発達支援体制整備事業（あいあいサークル） 

心身に障害がある、あるいは、心身に障害があると疑われる未就学の幼児及びその保

護者を対象に、親子通園方式により音楽療法士や看護師、保育士等が個別相談や指導を

行い、障害や不安感の軽減を図っています。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

延利用組数 
（組） 

511 545 612 600 600 600 

 

④  ことば・きこえの教室（幼児部） 

ことばに障害のある子どもに対し、心身の望ましい成長と発達を目指し、自信を持っ

て話すことができるよう通級指導により親子支援を行っています。 

区 分 
前計画（実績） 本計画（見込み） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用実人数 
（人） 

73 71 80 80 80 80 
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１ 関係機関等との連携 
 

障害者に関わる施策分野は、福祉だけでなく、保健・医療・教育・就労など多岐にわたってい

るため、障害者支援課が中心となり、これら庁内関係部署との連携を図りながら、計画を推進

していきます。 

また、計画の実施にあたっては、障害者や難病患者、障害者団体や社会福祉協議会、医療機

関、福祉施設、ボランティア団体、民生委員・児童委員等との連携はもちろん、施設の広域利用

など、近隣市町とも連携を図りながら、十分なサービス提供に努めます。 

さらに、障害者施策については、就労をはじめとして国や県の制度に関わる分野も多いこと

から、これら国、県の関係各機関との連携を図っていきます。 

以上のような社会資源間のネットワークの核として「岩国市障害者自立支援協議会」を位置

づけ、地域の関係機関の連携を強化します。 

■岩国市障害者自立支援協議会の組織と機能 

 

岩国市障害者自立支援協議会 ６つの機能

・困難事例や地域の現状・課題等の情報共有と情報発信情報機能

・地域の関係機関によるネットワーク構築
・困難事例への対応のあり方に対する協議、調整

調整機能

・地域の社会資源の開発、改善開発機能

・構成員の資質向上の場として活用教育機能

・権利擁護に関する取り組みの展開権利擁護機能

・中立・公平性を確保する観点から、委託相談支援事業者の運営評価
・サービス等利用計画作成対象者、重度包括支援事業等の評価
・基幹相談支援センター等機能強化事業及び都道府県相談支援体制整備事業の活用

評価機能

相談支援事業所会議

・関係機関を交えた支援会議

・相談員研修会

・専門部会からの個別支援案件

個別支援会議
＊複数の相談支援

事業所及び市又
は障害福祉サー
ビス事業者等に
よるケース検討
会

療育
サポート部会

・児童発達相談
・療育相談支援・

訓練
・児童福祉と療育

等の関係機関・
事業所間連携の

促進

専門部会

暮らし
サポート部会

・住まいの相談
・権利擁護
・財産管理

・成年後見
・グループホーム

の拡充

・地域移行の推進

就労
サポート部会

・就労相談
・卒業後の進路
・実習相談
・一般就労の支援
・就労移行の促進

ケア会議

くらし自立応援

センターいわくに

基幹相談支援
センター

・障害者サービス

センター

・トライアングル
・しらかば
・緑風会

・リフレ
・プログレス

相談支援事業

相
談
者

岩国市障害者自立支援協議会（全体会）
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２ 計画の進捗管理 
 

本計画の推進にあたっては、障害者支援課が事務局となり、ＰＤＣＡサイクルの考え方に基づ

き、毎年度計画の進捗状況の把握、点検及び評価を行い、障害福祉サービス等が適切に提供さ

れるよう、必要に応じて各種施策の見直しを行っていきます。 

 

■計画の進行管理とＰＤＣＡサイクル 
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１ 用語集 
 
 

【あ行】 

▶ あいサポート運動 

障害の内容・特性や、障害のある人が困っていること、障害のある人への必要な配慮などを理

解し、障害のある人への配慮や手助けを行う運動。 

▶ アクセシビリティ 

年齢や障害の有無に関係なく、誰でも必要とする情報に簡単にたどり着け、利用できること。 

▶ 医療的ケア 

病院などの医療機関以外の場所（自宅や学校等）で、日常的に行われる経管栄養注入やたん

の吸引などの医療的な生活援助行為のこと。 

▶ インクルージョン 

直訳で「包容」「包摂」などを意味する言葉で、障害の有無に関わらず、すべての人が受け入れ

られる社会。 

▶ インターンシップ 

学生が企業や自治体・団体などを訪問して、実際に働く職業体験のこと。 

▶ ウェブアクセシビリティ 

高齢者や障害者など心身の機能に制約のある人でも、誰もがインターネット上に公開されて

いる情報に、簡単にたどり着け必要な情報を利用できること。具体的には、文字の色やコントラ

スト、リンクの文字数や設定の仕方、読み上げソフト利用への配慮などのこと。 

 
 

【か行】 

▶ 介護・訓練支援用具 

特殊寝台、特殊マットその他の障害のある人等の身体介護を支援する用具並びに障害児が訓

練に用いるいす等のうち、障害のある人等及び介助者が容易に使用できるものであって、実用性

のあるもの。 

▶ 基幹相談支援センター 

地域における障害者に対する相談支援の中核的な役割を担う機関で、障害者が地域で安心し

て暮らせるように、障害者のさまざまな相談に対応し、情報提供、助言を行うとともに、地域の相

談支援事業者間の連絡調整や関係機関の連携の支援を行う。 

▶ 強度行動障害 

自分を傷つける「自傷」や他の人やものを傷つけるなどの「他害」「睡眠の乱れ」「異食」「ものを

壊す」などの周囲の人の暮らしに影響を及ぼす行動を著しく高い頻度で起こすため、特別に配慮

された支援が必要な状態。 

▶ キラリンピック 

障害のある人がスポーツの楽しさを体験し、県民の障害に対する理解を深め、障害のある人の

社会参加を推進することを目的に山口県が開催するスポーツ大会。 
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▶ ケアマネジメント 

障害のある人の地域における生活を支援し、自立と社会参加を促進するため、障害のある人の

状態・容態及び本人や家族等の意向を踏まえて、福祉・保健・医療・教育・就労等の幅広いニーズと、

さまざまな地域の社会資源の間に立って、複数のサービスを適切に結びつけて調整を図るとと

もに、総合的かつ継続的なサービスの供給を確保すること。 

▶ 権利擁護 

知的障害、精神障害や認知症などにより物事の判断が十分にできない方の権利を守るととも

に、本人の意思が反映され、尊厳を保ちながら生活できるようにすること。 

▶ 合理的配慮 

障害者が社会生活を送る上で存在する社会的障壁を取り除くために、何らかの対応を求める

意思を表明したときに、その実施が過重な負担とならない範囲で行う配慮のこと。 

▶ 国際障害者年 

国際連合が、障害のある人の「完全参加と平等」をテーマとし、昭和５６（１９８１）年を「国際障害

者年」として、国際年の一つとして提唱したもの。 

 

 

【さ行】 

▶ 児童発達支援センター 

地域の障害のある子どもを通所させて、日常生活における基本的動作の指導、自活に必要な

知識や技能の付与または集団生活への適応のための訓練を行うとともに、地域の障害児やその

家族への相談、他の障害児施設への援助や助言を行う地域の中核的な療育支援機関。 

▶ 自閉スペクトラム症 

自閉症からアスペルガー症候群まで、広汎性発達障害（生まれながらの脳の機能障害が原因と

される発達障害の一種で、コミュニケーションが苦手で、対人関係をうまく築けず、限られた対象

にこだわる傾向がある。）を連続的にとらえた概念の名称。 

▶ 社会的障壁 

障害のある人が社会的生活を営むうえで妨げとなる社会的な制度や慣行等。 

▶ 障害支援区分 

身体障害者手帳や療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の障害等級ではなく、障害のある人等

の多様な特性その他心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に判定する

ために、市町村が認定するもの。「区分１～ ６」の６段階がある。 
 

▶ 障害児支援利用計画 

指定障害児相談支援事業者が、サービス等の利用を希望する障害児に対する福祉、保健、医療、

教育、就労の幅広い支援から、本人の解決すべき課題等を検討し、作成する計画。 

▶ 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防止法） 

障害者に対して、家族を含む他者から行われる人権侵害の行為、虐待行為を防止することが、

障害者の自立や社会参加にとって極めて重要であることから、平成２３年に「障害者虐待の防止、

障害者の養護者に対する支援等に関する法律」が制定された。この法律で定義されている虐待と

して、①身体的虐待、②性的虐待、③心理的虐待、④保護の放置（ネグレクト）、⑤経済的虐待があ

る。 
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▶ 障害者週間 

１２月３日から１２月９日までの１週間。 

昭和５６（１９８１）年に、国際障害者年を記念し、厚生省国際障害者年推進本部が、昭和５０（１９

７５）年の国際連合第３０回総会において障害者の権利に関する決議（障害者の権利宣言）が採択

された日である１２月９日を障害者の日とすることを決定した。障害者基本法においても１２月９

日を障害者の日とすることが定められたが、平成１６（２００４）年６月に障害者基本法の一部が改

正され、それまで１２月９日を障害者の日と定めていた規定から、国際障害者デー（１２月３日）か

ら１２月９日までを「障害者週間」と定める規定へと改められた。 

▶ 障害者就業・生活支援センター 

職業生活における自立を図るため、就業及びこれに伴う日常生活、又は社会生活上の支援を必

要とする障害者に対し、雇用、保健、福祉、教育等の関係機関との連携を図りつつ、身近な地域に

おいて必要な指導、助言その他の支援を行う組織。 

▶ 障害者自立支援審査支払等システム 

障害者の自立を支援するための給付支払や審査を行うシステム。都道府県などで指定された

障害福祉サービス事業所情報や障害児施設給付費の受給者情報を管理し、国民健康保険団体連

合会に伝送する役割を果たしている。 

▶ 障害者優先調達推進法 

平成２５年４月１1 日に施行された法律で、障害者の経済面の自立を進めるため、国及 

び地方公共団体等の公機関が、障害者就労施設等からの物品等の調達を推進するために必要な

措置を講じることを定めたもの。 

▶ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法） 

障害者基本法の基本理念に沿って、障害を理由とする差別を解消するための措置について定

めた法律。障害のある人に対する不当な差別的取扱いを禁止し、行政機関に対して合理的配慮の

提供を義務づけている。平成２８年４月１日より施行。令和６年４月１日からは、民間事業者に対し

ても合理的配慮の提供が義務化される。 

▶ 情報・意思疎通支援用具 

点字器、人工喉頭その他の障害のある人等の情報収集、情報伝達、意思疎通等を支援

する用具のうち、障害のある人等が容易に使用することができるものであって、実用性

のあるもの。 

▶ ジョブコーチ 

障害のある人の就労に当たり、出来ることと出来ないことを事業所に伝達するなど、障害のあ

る人が円滑に就労できるように、職場内外の支援環境を整える人。第１号ジョブコーチは、社会福

祉法人等に所属し、第２号ジョブコーチは、障害のある人を雇用する企業に所属する。 

▶ 自立支援医療 

心身の障害を除去・軽減するための医療について、医療費の自己負担額を軽減する公費負担

医療制度のこと。 

▶ 自立生活支援用具 

入浴補助用具、聴覚障害者用屋内信号装置その他の障害のある人等の入浴、食事、移動等の自

立生活を支援する用具のうち、障害のある人等が容易に使用することができるものであって、実

用性のあるもの。 
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▶ 身体障害者手帳 

身体障害者福祉法に基づき、自治体が交付する手帳。交付を受けた者は、各種の福祉サービス

を受けられる。対象となる障害は、①視覚障害、②聴覚又は平衡機能の障害、③音声障害・言語障

害又はそしゃく機能の障害、④肢体不自由、⑤内部機能障害（心臓・腎臓・呼吸器・ぼうこう・直腸・

小腸・肝臓・免疫の機能障害）で、障害の程度により１級から６級に分けられる。 

▶ 精神障害者保健福祉手帳 

精神障害のため、長期にわたり日常生活又は社会生活への制限がある者に対して、交付される

手帳。統合失調症、そううつ・うつ病、てんかん、その他の精神疾患すべてが対象となる。各種の

支援施策の推進、障害のある人の社会復帰・自立・社会参加の促進を図ることを目的としている。

障害の程度により１級から３級に分けられる。 
 

▶ 成年後見制度 

    判断能力が十分でない者（認知症高齢者・知的障害者・精神障害者など）に対して、裁判所の裁

定に基づき、成年後見人等が契約や財産管理、身上監護等の法律行為全般を行い、社会制度の中

で不利益を被らないように支援する制度。任意後見制度（本人が十分な判断能力があるうちに、

将来に備えあらかじめ自ら選んだ代理人に財産管理等に関する事務について、代理権を与える契

約を公証人の作成する公正証書で結ぶ）と法定後見制度（家庭裁判所によって選ばれた成年後見

人等が本人の財産管理等を代行して行う）の二つがある。 

▶ セルフプラン 

    障害福祉サービスの利用時・更新時・変更時に提出しなければならない「サービス等利用計画」

のうち、利用者（家族、支援者）が作成するもの。障害福祉サービス等を利用する障害者の生活を

支えるために、生活の中で解決すべき課題や支援内容を具体的に計画し、適切なサービスの利用

と効果的な問題解決につなげるために作成されるもの。 

▶ 相談支援専門員 

    障害のある人等の相談に応じ、助言や連絡調整等の必要な支援を行うほか、サービス利用計画

を作成する専門的知識を持った職員。 
 
 

【た行】 

▶ 地域活動支援センター 

障害者を対象とする通所施設の一つ。地域の実情に応じ、創作的な活動や生産活動の機会の

提供、社会との交流促進等の便宜を供与し、障害者の自立した地域生活を支援する場。センター

の運営は、障害者総合支援法上、地域生活支援事業として位置づけられる。 

▶ 地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業） 

認知症や知的・精神障害等により、日常生活を営む上で必要な福祉サービスを自分の判断で適

切に利用することが難しい方を対象に、「福祉サービスの利用援助」を基本サービスとして、「日常

的な金銭管理」や「書類預かり」を行う事業。 

▶ 地域包括ケアシステム 

住み慣れた地域や家庭で安心して暮らし続けることができるよう、医療・介護・住まい・生活支

援・教育・就労などのサービスを切れ目なく提供できる連携体制のことをいう。 

▶ 特別支援学校 

障害者等が幼稚園、小学校、中学校、高等学校に準じた教育を受けられ、自立や社会参加に向

け、適切な指導及び必要な支援を受けることができる学校。 
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【な行】 

▶ 内部障害 

    内部機能の障害であり、身体障害者福祉法では「心臓機能」「呼吸器機能」「腎臓機能」「ぼうこう・

直腸機能」「小腸機能」「肝臓機能」「ヒト免疫不全ウイルス（HIV）による免疫機能」の７種類の機能

障害が定められている。 

 

▶ 難病 

    障害者総合支援法では、治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定

めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度であるものと定義している。令和３年 

１１月１日から、医療費助成制度の対象となる指定難病は３３８疾病、小児慢性特定疾病は７６２疾

病となっている。 
 
 

【は行】 

▶ 排泄管理支援用具 

ストーマ装具その他の障害のある人等の排泄管理を支援する用具及び衛生用品のうち、障害

のある人等が容易に使用することができるものであって、実用性のあるもの。 

▶ 発達障害 

自閉症、アスペルガー症候群などの広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他こ

れに類する脳機能の障害であって、その症状が通常低年齢において発現するもの。 

▶ ピアサポート 

障害者やその家族等が、同じ立場でお互いの悩みを共有したり、情報交換することで、心的負

担の軽減やリカバリの促進を図る活動のこと。 

▶ 避難行動要支援者 

高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する「要配慮者」のうち、災害が発生し、又は災

害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な者で、その円滑かつ迅速な避難の

確保を図るため特に支援を要する者をいう。 

▶ ペアレントトレーニング 

発達障害の子どもの保護者や養育者を対象に、行動理論をベースとして環境調整や子どもへ

の肯定的な働きかけをロールプレイやホームワークを通して学び、保護者や養育者のかかわり方

や心理的なストレスの改善、お子さんの適切な行動を促進し、不適切な行動の改善を目ざす家族

支援のアプローチの一つ。 

▶ ペアレントプログラム 

発達障害の子どもをもつ人をはじめ、育児に難しさや辛さを感じている親たちをつなげ、必要

な支援を提供するためのプログラム。子どもや自分自身について「行動」で把握することで、保護

者の認知的な枠組みを修正していくことを目的にした簡易的なプログラム。「行動で考える」

「（叱って対応するのではなく、適応行動ができたことを）ほめて対応する」「孤立している保護者

が仲間をみつける」という３つの目標に向けて取り組む。 

▶ ペアレントメンター 

メンターとは「信頼のおける仲間」という意味。発達障害の子どもを育てた保護者が、その育児

経験を活かし、同じ親の立場から子育てで同じ悩みを抱える保護者などに対してグループ相談や

子どもの特性などを伝えるサポートブック作り、情報提供等を行う。 



資料編 

 

 - 94 - 

 

▶ ヘルプマーク・ヘルプカード 

義足や人工関節を使用している方、内部障害や難病の方、妊娠初期の方、または、高齢者や認

知症の方など、外見からは分からなくても「援助」や「配慮」を必要としている方々が携帯し、周囲

に「配慮」を要することを知らせるためのもの。ヘルプカードの裏面には、手伝ってほしいことや

緊急時の対応等を記載することができる。 

▶ 法定雇用率 

障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき、事業主に義務づけられている全従業員数にお

ける障害者の雇用の割合のこと（「障害者雇用率」ともいう）。障害者雇用率を達成していない事

業主には、毎年度、未達成数に応じて障害者雇用納付金の納付を義務づけ、達成している事業主

に対しては、障害者雇用調整金や報奨金が支給される。  
 
 

【ま行】 

▶ 民生委員・児童委員 

民生委員は、厚生労働大臣から委嘱され、それぞれの地域において、常に住民の立場に立って

相談に応じ、必要な援助を行い、社会福祉の増進に努める方。児童委員を兼ねている。 

児童委員は、地域の子どもたちが元気に安心して暮らせるように、子どもたちを見守り、子育

ての不安や妊娠中の心配ごとなどの相談・支援等を行う方。 
 
 

【や行】 

▶ ユニバーサルデザイン 

 年齢、性別、国籍、個人の能力にかかわらず、はじめからできるだけ多くの人が利用可能なよう

に、利用者本位、人間本位の考え方に立ってデザインすること。 

▶ 要約筆記 

 聴覚障害者に話の内容をその場で文字にして伝える筆記通訳のこと。 
 
 

【ら行】 

▶ 療育 

「療」は医療を、「育」は養育・保育・教育を意味するとされており、身体や知的に障害のある児童

等について早期発見と早期治療及び相談・指導を行うことにより、児童が持つ発達能力を有効に

育て、自立生活に向かって基礎的な生活能力の向上を図る。 

▶ 療育手帳 

知的障害児および知的障害者を対象に都道府県知事が交付する障害者手帳。児童相談所また

は知的障害者更生相談所において知的障害と判定された場合に受けることができる。一貫した

指導相談を実施し、各種援護措置を受けやすくすることを目的とする。 
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２ 社会資源の状況 
 

岩国市には、下記のような社会資源があり、在宅支援から施設支援までの全般にわたって福

祉サービスを提供しています。                           

（令和６年３月１日現在） 

【居宅介護・重度訪問介護】 
事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

サンキ・ウエルビィ介護センター岩国 牛野谷町二丁目１６番３２号 28-5368 28-5378 

ニチイケアセンター岩国 川西三丁目５番４０号 44-0511 41-3651 

ふくろうの会 元町四丁目９番１号 69-1392 69-1392 

ふれんず在宅介護支援センター  

ヘルパーチーム 
今津町一丁目１１番２３号 21-5135 21-5133 

ヘルパーステーション さくらんぼ 室の木町一丁目１番５０号 29-5360 29-5325 

ヘルパーステーション わたなべ 麻里布町五丁目３番８号 24-5188 29-1165 

ヘルパーステーションあおぞら 多田三丁目１０４番地４ ２０１号 44-1414 44-1415 

医療法人錦病院指定居宅介護サービ

ス事業 ヘルパーセンターあいりす 
錦見七丁目１６番１号 44-0080 44-0535 

縁介護支援事業所ヘルパーチーム 平田五丁目５０番１４号 28-1183 28-1184 

錦苑ヘルパーステーション 錦町広瀬７５８番地 72-3523 72-3562 

玖西ヘルパーステーション 玖珂町（上市）５８１番地６ 28-4188 82-7718 

社会福祉法人岩国市社会福祉協議会 

社協ヘルパーセンター岩国 
南岩国町三丁目３番１４号 28-6108 28-6109 

社会福祉法人岩国市社会福祉協議会 

社協ヘルパーセンター周東 
周東町下久原６２６番地８ 83-1633 84-4911 

社会福祉法人岩国市社会福祉協議会 

社協ヘルパーセンター由宇 
由宇町中央一丁目８番３５号 63-3022 63-3544 

美和苑ヘルパーステーション 美和町生見１２５３８番地 96-1130 96-0419 

訪問介護サービスことり 麻里布町五丁目１５番２７号 35-5445 35-5444 

訪問介護ステーション あゆみ 玖珂町（同道）４９９９番地１ 28-5228 28-5126 

訪問介護ステーション無花果（Mukaka） 牛野谷町二丁目１４番１３号 31-9887 32-6227 

 
【同⾏援護】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

ニチイケアセンター岩国 川西三丁目５番４０号 44-0511 41-3651 

ふくろうの会 元町四丁目９番１号 69-1392 69-1392 

玖西ヘルパーステーション 玖珂町（上市）５８１番地６ 28-4188 82-7718 

社会福祉法人岩国市社会福祉協議会 

社協ヘルパーセンター岩国 
南岩国町三丁目３番１４号 28-6108 28-6109 

社会福祉法人岩国市社会福祉協議会 

社協ヘルパーセンター周東 
周東町下久原６２６番地８ 83-1633 84-4911 
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事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

社会福祉法人岩国市社会福祉協議会 

社協ヘルパーセンター由宇 
由宇町中央一丁目８番３５号 63-3022 63-3544 

訪問介護ステーション あゆみ 玖珂町（同道）4999 番地１ 28-5228 28-5126 

 
【生活介護】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

ささみ園 玖珂町（同道）４９８１番地１ 82-4931 82-4931 

ジョブ・クリスタル 車町二丁目 7 番２５号 93-3755 35-6609 

ひまわりの家 中津町一丁目２４番３号 24-1515 24-1516 

ラポールハート 南岩国町四丁目５２番３８号 28-4765 28-4792 

岩国市障害者サービスセンター 岩国四丁目２番２０号 43-2377 44-0031 

障害者支援施設 ひかりの里 錦見三丁目７番５７号 44-2255 43-3005 

障害者支援施設 陽の出園 美和町生見２５番地 96-0311 96-0080 

障害福祉サービス事業所こもれ陽 御庄二丁目１０８番地３ 46-0770 46-0787 

第３しらかば園 御庄四丁目１１４番地２８ 35-4321 35-4321 

障害者支援施設若葉園 由宇町９８０番地１ 63-1177 63-1178 

障害者支援施設緑風園 由宇町９８０番地１ 63-1155 63-1156 

 
【短期入所】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

エール・ワン室の木 室の木町四丁目８３番１７号 35-5354 35-5354 

エール・ワン青木 青木町三丁目３番６号 35-5354 35-5354 

ひかりの郷 小瀬字小原７００番地 52-7577 - 

ひまわりハウス 車町一丁目８番１３号 21-3500 21-3500 

障害者支援施設若葉園 由宇町９８０番地１ 63-1177 63-1178 

障害者支援施設陽の出園 美和町生見２５番地 96-0311 96-0080 

障害者支援施設緑風園 由宇町９８０番地１ 63-1155 63-1156 

障害者支援施設ひかりの里 錦見三丁目７番５７号 44-2255 43-3005 

特別養護老人ホーム錦苑 錦町広瀬７５８番地 72-3523 72-3562 

特別養護老人ホーム玖珂苑 玖珂町３８１３番地６ 82-0555 82-0736 

特別養護老人ホーム高森苑 周東町西長野６２１番地１ 84-3747 84-1401 

特別養護老人ホーム美川苑 美川町小川４３７番地１ 76-5008 76-5010 

 
【施設入所支援】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

障害者支援施設ひかりの里 錦見三丁目７番５７号 44-2255 43-3005 

障害者支援施設陽の出園 美和町生見２５番地 96-0311 96-0080 

障害者支援施設若葉園 由宇町９８０番地１ 63-1177 63-1178 

障害者支援施設緑風園 由宇町９８０番地１ 63-1155 63-1156 
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【⾃⽴訓練（生活訓練）・宿泊型⾃⽴訓練】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

borderless work 
麻里布町一丁目５番３２号 

岩国駅前ビル８階 
28-6066 28-6088 

リフレの家 玖珂町１８８７番地 82-0015 82-5013 

 
【就労移⾏支援】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

borderless work 
麻里布町一丁目５番３２号 

岩国駅前ビル８階 
28-6066 28-6088 

工房フェリーチェ 錦見一丁目１１番１５号 28-1157 28-1158 

第２しらかば園 車町一丁目１３番１３号 28-4520 28-4520 

 
【就労継続支援Ａ型】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

Ｂ－ｌａｂ 
麻里布町六丁目７番２２号  

ＡＧＡビル１０３号 
35-4866 35-4855 

いこいの村 平田五丁目５１番１３号 31-4495 31-4495 

希望の里 三笠町二丁目６番１６号 24-0282 24-0285 

 
【就労継続支援Ｂ型】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

borderlesswork sky 南岩国町一丁目１３番２３号 28-5480 28-1950 

ささみ園 玖珂町（同道）４９８１番地１ 82-4931 82-4931 

しらかば園 室の木町三丁目１番７４号 28-2860 28-2861 

ひよりの里 美和町黒沢６８番地５６ 95-0588 95-0589 

ふぉんた～なフェリーチェ 錦見一丁目１１番１４号 41-3880 41-3881 

プレジール・リフレ 玖珂町１５５５番地 1 28-5815 28-5817 

マロンワークＢ フェリス 美和町生見１１６５番地 2 97-0727 97-0755 

よこやま工房 横山一丁目１２番５１号 41-1654 28-6680 

障害福祉サービス事業所陽だまり 美和町生見１２４５１番地１ 96-0311 96-0080 

第２しらかば園 車町一丁目１３番１３号 28-4520 28-4520 

由宇あけぼの園 由宇町西三丁目 15 番 6 号 63-1288 63-1488 

 
【就労定着支援】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

borderless work 
麻里布町一丁目５番３２号 

岩国駅前ビル８階 
28-6066 28-6088 

工房フェリーチェ 錦見一丁目１１番１５号 28-1157 28-1158 
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【共同生活援助（グループホーム）】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

borderless work すまいる＋ 三笠町三丁目 5 番 5 号 28-6066 38-6088 

アンダンテ 横山三丁目３番２２号 35-5531 35-5531 

かなでる 元町四丁目６番１５号 21-1757 - 

エール・ワン室の木 室の木町四丁目８３番１７号 35-5354 35-5354 

エール・ワン青木 青木町三丁目３番６号 35-5354 35-5354 

グループホームケアホームモモハウス 玖珂町４９３６番地８ 82-4411 - 

グループホームしらかば 南岩国町四丁目６６番２号 28-2860 28-2861 

クローバーハウス尾津 尾津町一丁目１９番１０号 28-5602 28-5702 

ひかりの郷 小瀬字小原７００番地 52-7577 - 

ひまわりハウス 車町一丁目８番１３号 21-3500 21-3500 

ホーム青葉 由宇町西三丁目１５番３号 63-1100 63-1178 

リフレ２１ 玖珂町１８８７番地 82-0021 82-0025 

リフレ２１阿山 玖珂町５８０５番地１０ 28-6116 28-6116 

リフレ２１欽明 玖珂町中野口１５５５番地１ 28-5907 28-5908 

障害者ホームサンライズ 美和町生見２４４１番地１４ 96-0311 96-0080 

新生会障害福祉サービス事業所 関戸２９９番地２ 43-2727 43-2833 

 
【計画相談支援】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

岩国市障害者サービスセンター 岩国四丁目２番２０号 43-2399 44-0031 

障がい児相談支援センター はぐ 錦見七丁目２番１６号 35-4224 35-4228 

障害児相談支援事業所かどるあっぷ 門前町二丁目３３番３号 35-6608 35-6609 

障害者支援センターリフレ 玖珂町１８８７番地 82-0018 82-5013 

障害者地域生活支援センターしらかば 室の木町三丁目１番７４号 21-8750 28-2861 

障害者地域生活支援センタープログレス 美和町生見１２１２８番地 95-0500 96-0001 

相談支援事業所しあわせ 川西一丁目１番１３号 28-0708 28-0802 

地域生活支援センタートライアングル 横山一丁目１２番５１号 44-3244 44-3245 

緑風会障害者生活支援センター 由宇町北一丁目５番２０号 63-2882 62-1134 

 
【地域移⾏支援】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

くらし自立応援センターいわくに 麻里布町七丁目１番２号 24-2571 28-4535 

岩国市障害者サービスセンター 岩国四丁目２番２０号 43-2399 44-0031 

障害者支援センターリフレ 玖珂町１８８７番地 82-0018 82-5013 

障害者地域生活支援センターしらかば 室の木町三丁目１番７４号 21-8750 28-2861 

障害者地域生活支援センタープログレス 美和町生見１２１２８番地 95-0500 96-0001 

地域生活支援センタートライアングル 横山一丁目１２番５１号 44-3244 44-3245 

緑風会障害者生活支援センター 由宇町北一丁目５番２０号 63-2882 62-1134 
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【地域定着支援】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

岩国市障害者サービスセンター 岩国四丁目２番２０号 43-2399 44-0031 

障害者支援センターリフレ 玖珂町１８８７番地 82-0018 82-5013 

障害者地域生活支援センターしらかば 室の木町三丁目１番７４号 21-8750 28-2861 

障害者地域生活支援センタープログレス 美和町生見１２１２８番地 95-0500 96-0001 

地域生活支援センタートライアングル 横山一丁目１２番５１号 44-3244 44-3245 

緑風会障害者生活支援センター 由宇町北一丁目５番２０号 63-2882 62-1134 

 
【児童発達支援センター】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

児童発達支援センターサンキッズ岩国 多田字古市１２７７番地 1 28-5000 28-5001 

 
【児童発達支援】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

岩国市太陽の家 桂町二丁目４番５６号 22-4875 22-4488 

きっずはぐ 錦見七丁目２番１６号 35-4224 35-4228 

なないろ 周東町下久原８３０番地１ 84-3123 84-3122 

ぱすてる 周東町下久原８３０番地１ 84-3123 84-3122 

おれんじキッズ岩国 錦見八丁目１４番２６号 93-3275 93-3275 

ウィズ・ユー岩国 
由宇町北一丁目１１番１号  

第３国重ビル１階１０１号 
93-3822 93-4537 

多機能型事業所はっぴーはうす 

（児童発達支援事業部門すまいる） 
川西一丁目１番１３号 28-0708 28-0802 

ＣＯＭＰＡＳＳ発達支援センター 

ミヤベ岩国 
元町一丁目８０番６号 53-8375 75-4575 

 
【放課後等デイサービス】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

岩国市障害者サービスセンター 岩国四丁目２番２０号 43-2377 44-0031 

きっずはぐ 錦見七丁目２番１６号 35-4224 35-4228 

グランデールの家 門前町二丁目３３番３号 35-6608 35-6609 

グランデールハウス 車町二丁目７番２５号 93-3755 - 

グランディール・ラ・メゾン 門前町二丁目３３番３号 35-6608 35-6609 

グローアップ・クリスタル 今津町一丁目１２番１号 93-5571 93-5571 

子どもデイサービスどんまい 南岩国町二丁目７８番３２号 28-4546 28-4598 

子どもデイサービスみらくる 南岩国町二丁目７８番３２号 28-4765 28-6025 

こども放課後等デイサービスのびのび 周東町下久原１２６０番地 28-5636 84-5056 

おれんじキッズ岩国 錦見八丁目１４番２６号 93-3275 93-3275 

ウィズ・ユー岩国 
由宇町北一丁目１１番１号  

第 3 国重ビル１階１０１号 
93-1096 93-2722 

放課後等デイサービスＨＯＯＲＡＹ 牛野谷町一丁目５番７号 93-6095 － 
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事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

多機能型事業所はっぴーはうす 

（放課後等デイサービス部門すまいる） 
川西一丁目１番１３号 28-0708 28-0802 

ＣＯＭＰＡＳＳ発達支援センター 

ミヤベ岩国 
元町一丁目８０番６号 53-8375 75-4575 

放課後等デイサービスおれんじニコル 錦見八丁目１４番２６号 93-3275 － 

 
【保育所等訪問支援】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

きっずはぐ 錦見七丁目２番１６号 35-4224 35-4228 

なないろ 周東町下久原８３０番地１ 84-3123 84-3122 

ぱすてる 周東町下久原８３０番地１ 84-3123 84-3122 

おれんじキッズ岩国 錦見八丁目１４番２６号 93-3275 93-3275 

児童発達支援センターサンキッズ岩国 多田字古市１２７７番地１ 28-5000 28-5001 

多機能型事業所はっぴーはうす 

（保育所等訪問支援事業部門えがお） 
川西一丁目１番１３号 28-0708 28-0802 

 
【障害児相談支援】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

岩国市障害者サービスセンター 岩国四丁目２番２０号 43-2399 44-0031 

障害者支援センターリフレ 玖珂町１８８７番地 82-0018 82-5013 

緑風会障害者生活支援センター 由宇町北一丁目５番２０号 63-2882 62-1134 

障害者地域生活支援センタープログレス 美和町生見１２１２８番地 95-0500 96-0001 

障害者地域生活支援センターしらかば 室の木町三丁目１番７４号 21-8750 28-2861 

地域生活支援センタートライアングル 横山一丁目１２番５１号 44-3244 44-3245 

障がい児相談支援センターはぐ 錦見七丁目２番１６号 35-4224 35-4228 

障害児相談支援事業所かどるあっぷ 門前町二丁目３３番３号 35-6608 35-6609 

多機能型事業所はっぴーはうす 

（相談支援事業部門しあわせ） 
川西一丁目１番１３号 28-0708 28-0802 

 
【基幹相談支援センター】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

くらし自立応援センターいわくに 麻里布町七丁目１番２号 24-2571 28-4535 

 
【移動支援】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

社会福祉法人岩国市社会福祉協議会

社協ヘルパーセンター岩国 
南岩国町三丁目３番 14 号 28-6108 28-6109 

社会福祉法人岩国市社会福祉協議会

社協ヘルパーセンター由宇 
由宇町中央一丁目８番 35 号 63-3022 63-3522 

社会福祉法人岩国市社会福祉協議会

社協ヘルパーセンター周東 
周東町下久原 1152 番地 19 84-1100 84-4911 

ふれんず在宅介護支援センター 

ヘルパーチーム 
今津町一丁目 11 番 23 号 21-5135 21-5035 
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事業所名称 事業所所在地 電話番号 FAX 番号 

錦苑ヘルパーステーション 錦町広瀬 758 番地 72-3523 72-3562 

ニチイケアセンター岩国 川西三丁目５番 40 号 44-0511 41-3651 

訪問介護サービスことり 麻里布町五丁目 15 番 27 号 35-5445 35-5444 

玖西ヘルパーステーション 玖珂町 581 番地６ 28-4188 82-7718 

 
【地域活動支援センター】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 

ふれあいワークランドいわくに 今津町二丁目６番８号 22-8740 

地域生活支援センタートライアングル  横山一丁目 12 番 51 号 44-3244 

障害者支援センターリフレ  玖珂町 1887 番地   82-0018 

 
【日中一時支援】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 

障害者支援施設ひかりの里 錦見三丁目７番５７号 44-2255 

障害福祉サービス事業所こもれ陽 御庄二丁目１０８番地３ 46-0770 

子どもデイサービスどんまい 南岩国町二丁目７８番３２号 28-4546 

子どもデイサービスみらくる 南岩国町二丁目７８番３２号 28-4546 

グランデールの家（クリスタル） 門前町二丁目 33 番３号 35-6608 

グランディール・ラ・メゾン（クリスタル） 門前町二丁目 33 番３号 35-6608 

グランデールハウス（クリスタル） 車町二丁目７番 25 号 93-3755 

グローアップ・クリスタル（クリスタル） 今津町一丁目 12 番１号 93-5571 

障害者支援施設若葉園 由宇町 984 番地 63-1177 

障害者支援施設陽の出園 美和町生見 25 番地 96-0311 

きらく 美和町渋前 603 番地２ 96-0667 

こども放課後等デイサービスのびのび 周東町下久原 1254 番地 28-5636 

岩国市障害者サービスセンター 岩国四丁目２番 20 号 43-2377 

子育て支援センターぽけっと 川西一丁目５番 18 号 41-0170 

 
【訪問入浴サービス】 

事業所名称 事業所所在地 電話番号 

ニチイケアセンター岩国 川西三丁目５番 40 号 41-3650 

アースサポート岩国 南岩国町三丁目 13 番 34 号 32-9800 
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３ 岩国市障害者計画策定委員会開催要綱 
 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、岩国市障害者計画の策定に当たり、幅広い分野の意見、助言等を求めるため、

岩国市障害者計画策定委員会（以下「委員会」という。）を開催することに関し必要な事項を定

めるものとする。 

 （意見等を求める事項） 

第２条 委員会において意見、助言等を求める事項は、次のとおりとする。 

 ⑴ 障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条第３項に規定する市町村障害者計画の策定

に関すること。 

 ⑵ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

第８８条に規定する市町村障害福祉計画の策定に関すること。 

 ⑶ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３３条の２０に規定する市町村障害児福祉計画の

策定に関すること。 

 （委員会の構成） 

第３条 委員会は、委員１８人以内をもって構成する。 

２ 市長は、次に掲げる者のうちから、委員会への参加を求めるものとする。 

 ⑴ 知識経験者 

 ⑵ 保健、医療、福祉等の関係団体の代表者又は当該代表者から推薦された者 

 ⑶ 公募による一般市民 

 ⑷ 前３号に掲げる者のほか、市長が特に必要があると認める者 

 （会議） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員会の会議（以下「会議」という。）は、必要に応じて市長が開催する。 

３ 会議は、委員長がその座長となる。 

４ 市長は、必要があると認めるときは、委員会に委員以外の関係者の出席を求め、意見若しくは

説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

 （庶務） 

第５条 委員会の庶務は、障害者支援課において処理する。 

 （その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年２月１日から施行する。 
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４ 岩国市障害者計画策定委員名簿 
 

 

委員名 所属団体名 備考

内田　由妃
  社会福祉法人ビタ・フェリーチェ
  障害者就業・生活支援センター蓮華

小澤　哲男   公募委員

海津　智里   医療法人南和会　千鳥ケ丘病院

数井　智子   学校法人高水学園　岩国短期大学

川本　布美枝   公募委員

古賀　真知子
  社会福祉法人美和福祉会
  障害者支援施設陽の出園

小林　元壯   一般社団法人岩国市医師会   委員長

近藤　武德   岩国市民生委員児童委員協議会

坂本　正亮
  社会福祉法人岩国市社会福祉協議会
  くらし自立応援センターいわくに

下森　祺充   岩国グループ手をつなぐ育成会

杉山　浩司   岩国商工会議所

茶川　治樹   岩国市医療センター医師会病院

中司　ひかり   山口県岩国児童相談所

廣澤　浩子
  社会福祉法人岩国市社会福祉協議会
  岩国市障害者サービスセンター

  副委員長

藤井　敬明   山口県立岩国総合支援学校

村尾　庄治   岩国市身体障害者団体連合会

吉永　圭佑
  特定非営利活動法人
  全国精神障害者地域生活支援協議会

  令和5年10月5日から

吉村　純広
  特定非営利活動法人
  全国精神障害者地域生活支援協議会

  令和5年10月4日まで

(五十音順　敬称略)
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